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はじめに 

 

 学校施設は、児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、非常災害時に

は地域住民の応急避難場所としての役割を果たすことから、その安全性の確保は極めて重

要である。 

 平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災において文教施設にも多くの被害が発

生したことから、文部省（当時）では、（社）日本建築学会に対し文教施設に必要な耐震性

能等について調査研究を委嘱し、その成果を踏まえ、文教施設の耐震性の確保に関する留

意事項を示すとともに、「屋内運動場等の耐震性能診断基準（平成８年度版）」を策定した。 

 その後、耐震化に関する技術開発の進展や様々な知見の集積を踏まえ、このたび、文部

科学省では、平成１７年１２月に「屋内運動場等の耐震性能診断基準に関する検討会」を

設置し、学識経験者の意見を踏まえ平成８年版の一部を改訂し平成１８年版を取りまとめ

た。 

  今回の改訂は、国際単位系への移行及び平成８年版策定後に改訂及び策定された関連耐

震診断基準等※との整合を図ったものである。なお、今回の改訂基準と従来の基準によって

耐震診断を行った場合に極端に異なった結果が生じることはないため、当分の間、旧版を

用いて耐震診断を行うことも差しつかえないものと考えている。 

 
※ 関連耐震診断基準等 

①「鋼構造設計規準」（社団法人日本建築学会） 

②SI 単位版「鋼構造限界状態設計指針・同解説」（社団法人日本建築学会） 

③「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断および耐震改修指針・同解説」（財団法人日本

建築防災協会） 

④「鋼構造座屈設計指針」（社団法人日本建築学会） 
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１．診断の手順 

 
(1) 診断に先立って予備調査及び実態調査を行い、設計図書及び調査結果に基づき、付―１の調査

用紙に記入する。 

 
(2) 設計図書が存在しない場合、もしくは設計図書との著しい不一致、施工不良、損傷、経年変化

が発見された場合は、必要に応じて通常の実態調査より詳細な調査を実施の上、その結果に基づ

いて診断作業を行い、耐震性能の判定を行う。 

 
【解説】 
耐震性能診断の手順の流れを示すと図－１のようになる。 

 架構、部材がＲＣ造又はＳＲＣ造の場合は、「2001 年改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の 
耐震診断基準 同解説」「改訂版 既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 同解説」 
（財）日本建築防災協会 に準ずる。 
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図―１ 耐震性能診断の手順
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２．調査 
２．１ 予備調査 
 

 建物の現状を把握するため、まず予備調査を行う。調査は付－1 に示す予備調査用紙を用い、建

築概要、規模、使用歴、被災歴、経年変化、標準的な架構種別などを知り得た範囲で記入する。 
 
【解説】 
 屋内運動場の架構が標準的な架構種別に該当する場合には、診断作業において付－２に示す略算

法を適用することができる。 

 
標準的な架構種別の内容は、 

S1  ：純鉄骨造・1 層 
RS2a：2 層で上層部が鉄骨造・下層部が鉄骨鉄筋コンクリート造 
RS2b：2 層で上層部が鉄骨造・下層部が鉄筋コンクリート造 
RS1a：はり・床スラブがなく 1 層とみなせ、鉄骨柱は基礎まで通っており、鉄筋コンク

リートで根巻してある。 
RS1b：RS1a と同様であるが、ギャラリーがある。 
RS1c：RS1a と同様であるが、鉄骨柱が基礎まで通っておらず、鉄筋コンクリート部材と

接合されている。 
R1：鉄筋コンクリート造の上に鉄骨はり・屋根がのっている。 
R2：2 層の鉄筋コンクリート造の上に鉄骨はり・屋根がのっている。 

であり、その概念を図－２に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鉄骨 

S1 

鉄骨 

鉄筋コンクリート 

RS2b 

鉄骨 

鉄筋コンクリート＊ 

RS1a 

鉄骨 

鉄筋コンクリート＊ 

RS1b 

鉄骨 

鉄筋コンクリート 

RS1c 

鉄筋コンクリート

鉄骨 

R2 

鉄骨 

鉄筋コンクリート 

R1 

鉄筋コンクリート 鉄骨 

鉄骨鉄筋 
コンクリート RS2a 

図―２ 架構種別 

（＊）破壊が予想される位置では鉄筋コン

クリート造であるため、中間部で鉄骨鉄筋

コンクリート造であってもここでは鉄筋

コンクリート造としている。 
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２．２ 実態調査 
 

設計図書との照合を図るとともに、建物の施工状況を捕捉するために実態調査を行う。 
調査は下記の要領による。 

 
(1) 調査箇所 

建物の実態を総括的に把握するために、調査箇所を建物内において高さ方向及び平面的に分散

させることに留意して選定する。屋内運動場の場合、はり間方向、桁行方向の構造部位のうち、

耐震上最も重要と思われる柱・はり接合部とその周辺の施工状況が観察できる部位を選定する。 
なお、状況に応じて基礎の調査を加える。 

 
(2) 調査項目 

ｱ) 建物全体調査 
ｲ) 部材寸法の調査 
ｳ) 接合部の調査 
ｴ) 柱脚の調査 
ｵ) 基礎の調査 
ｶ) 部材、接合部の発錆状況の調査 
ｷ) その他 

 
(3) 調査結果が設計図書と異なる場合 

その相違に共通性が認められる場合は、共通性を類推解釈して、その他の箇所の状況を判断す

る。共通性が認められない場合は、さらに調査箇所を増やして再調査する。 
このような状況での耐力の評価は、実態調査結果に基づいて行うものとする。 

 
(4) 実態調査用紙 

付－１に示す実態調査用紙に実態調査結果を記入する。また、実態調査を行った部位は写真を

添付する。 
 
【解説】 
(1) 調査箇所 

溶接継目の調査は、複数の溶接工により製作されていることに留意し、調査箇所の選定を行う。 
外部露出柱脚部の調査は、方位等、場所により発錆状態が異なることに留意し、調査箇所の選

定を行う。 

 
(2) 調査項目 

各調査項目の標準的な調査内容は下記のとおりである。 
ｱ) 建物全体調査 

建物のスパン数の確認、スパン長さ、階高の測定、増築の有無等を確認する。 
ｲ) 部材寸法の調査 

柱、はり、軸組筋かいなどの部材寸法が設計図書どおりかを調査する。 
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ｳ) 接合部の調査 

溶接継目、ボルト接合、ダイアフラムに関して下記の事項を調査し判断する。 
〔溶接継目〕 

・柱とはりフランジの継手について設計図書との確認を行う。その際、はり端フランジ

継目が完全溶込み溶接か、または、すみ肉溶接であるかを判断する。エンドタブ、裏

当金、はりウェブのスカラップが全て無い場合は、すみ肉溶接と判断する。また、必

要に応じて超音波探傷試験により詳細調査を行うことが望ましい。 
・構造上重要な部位がすみ肉溶接の場合は、脚長やのど厚の測定を行い接合部耐力の算

出に反映させる。設計図書上は完全溶込み溶接と記載されている場合でも、調査によ

りすみ肉溶接と判断された場合も同様とする。 
〔ボルト、リベット接合〕 

ボルトの種類（高力ボルト・中ボルト）、大きさ及び本数、部材の寸法等が設計図書ど

おりかを目視により判断する。 
〔ダイアフラム〕 

・ダイアフラムの位置、厚さ、溶接方法、設計図書との食い違いの有無を調査する。 
ｴ) 柱脚の調査 

柱脚と基礎との接合状況を調査し、設計図書との照合を図る。 
ｵ) 基礎の調査 

基礎形式（独立、布、杭）を確認するとともに、基礎底面、底面よりの立上り、埋込み深

さなど基礎の寸法が設計図書どおりかを調査する。 
設計図書が無い場合には、基礎部を掘削し、大きさ、深さ、杭基礎か直接基礎かを調査す

る必要性がある。 
ｶ) 部材、接合部の発錆状況の調査 

部材、接合部ガセットプレート、ベースプレートやアンカーボルトなどに錆が発生してい

るかどうかを調査する。なお、全面錆が発生している場合は錆による減厚の程度を測定する。

この場合、減厚を耐力評価に組み込むかどうかは、錆の発生状況を勘案したうえで別途判断

する。 
例えば、「既存鉄骨造学校建物の耐力度測定方法《改訂版》（既存鉄筋コンクリート造･鉄

骨造学校建物の耐力度測定方法編集委員会編、第一法規、平成 13 年７月）」を参考にする。 
ｷ) その他 

天井面、壁面に設置されている照明器具、音響設備、運動器具等、壁や天井等の仕上げ材

に関して、地震時の落下の危険性を調査することが望ましい。なお、その際、「学校施設の

非構造部材等の耐震点検に関する調査研究報告書」（平成 14 年３月）を参考とする。 

 
(3) 調査結果が設計図書と異なる場合 

再調査も含めて、総合的な判断を行い実態調査に基づいて耐力評価を行うものとする。 
また、上記調査結果のうち、特に耐震性を損なうおそれのある施工不良、経年変化、過去の

地震による損傷等に関しては、補強・改修設計に対しての注意事項として明記しておくことが

必要である。 
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(4) 実態調査用紙 

調査結果が、設計図書と異なる場合には、設計図書と調査結果を並記するようにして記載する。 
調査写真は、調査後の耐震診断検討において重要な資料となるため、建物概要写真のほかに、

耐力の算出に直接影響するであろう接合部等の調査部位の状況（溶接継目のビード面の状態等）

を写しておくことが大切である。また、実態調査用紙に記載されている部位と調査写真との対応

をわかりやすく記載する。 
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３．診断の方法 

３．１ 構造耐震指標 sI ならびにq 指標の算定 

 
(1) 成層架構の場合は、各層（添え字ｉ）について次式より求める。 
 ( )tesiisi RZFEI ⋅⋅= /0  

 ( )iiiuii AWFQE ⋅⋅= /0  
 ( )titiesiuii SARZWFQq ⋅⋅⋅⋅⋅= /  

 ここで、 iE0  ：ｉ層の耐震性能を表す指標 
  esiF  ：剛性率及び偏心率によって定まる係数 

  Z  ：地域係数 
  tR  ：振動特性係数 
  uiQ  ：ｉ層の保有水平耐力 

iF  ： uiQ を限界づける要素（部材・接合部等）のじん性指標から、架構の 

層・方向別に定まるじん性指標 
  iW  ：ｉ層の支える重量 
  iA  ：層せん断力係数の高さ方向の分布 
  iq  ：ｉ層の保有水平耐力に係わる指標 

tS  ：建築物の構造方法に応じて定まる数値 0.25 
ただし、 iA 、 tR 、 esiF （＝ siei FF × ）については精算を基本とする。精算によらない場合、下記

の値を用いることができる。 
  iA   ： cTT = として国土交通省告示第 597 号（建設省告示第 1793 号） 

の式により算出した値 
  tR   ：１.０ 

  siF   ：２.０（ピロティの場合） 

     １.５（下層部ＲＣ造、ＳＲＣ造で上層部Ｓ造の場合の上層部） 
  siF 、 eiF  ：１.０（立面的、平面的に剛性と重量のバランスが良い場合） 

 
(2) 架構が層状を成さない場合は、成層架構の場合の式の添え字ｉを１とし、諸係数を下記の値と

し式を適用する。 
  1A   ：１.０ 
  1sF   ：１.０ 

 
(3) 屋根面の荷重伝達能力が小さい場合には、架構構面の協同効果に期待せず、独立して sI を算定

する。この場合の iW は構面の支配面積に応じた荷重を負担すると仮定する 
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【解説】 
  国土交通省告示第 184 号に定める耐震診断の指針の枠組に従い、構造耐震指標 sI ならびに保有

水平耐力に係わる q 指標を評価する。(1)は成層架構、(2)は山形架構等にて中間階床スラブがギャ

ラリーのみで、全面に存在しない場合など、成層架構とみなせない場合の評価式である。 

 
(1) 成層架構の場合 

剛性率（ esiF ）は、精算によることを原則とするが、第 1 層(下層)が鉄筋コンクリート構造、第

2 層(上層)を鉄骨構造とすることに起因する剛性の差異を考慮して、 2esF を精算によらず 1.5 の数

値を用いてよい。また、2 層以上の成層架構で第 1 層がピロティを形成している場合にも、 1esF を

精算によらず 2.0 の数値を用いてよい。 

iA 算定用の固有周期T は精算によらない場合には、地盤の特性を表す周期 cT と等しくして、国

土交通省告示第 597 号（建設省告示第 1793 号）の式を適用してよい。 
(2) 成層架構とみなせない場合 

   構造耐震指標 sI 、q 指標の算定は１層として取り扱うが、ギャラリー位置と軒位置に分けて水

平外力を作用させる場合には、成層架構の場合と同様に iA による分布を仮定してよい。 

また、他の略算法として、ギャラリー部分などの中間位置重量を等価重量として屋根荷重に含

め保有水平耐力を評価してもよい。この場合、水平力の高さ方向の分布形を考慮してベースシア

および保有水平耐力を考慮することとなるため、 iA は改めて考慮しない。 
(3) 構造耐震指標 sI 、 q 指標の算出 

屋内運動場等の建築物の場合、屋根面架構（屋根面の大ばり、小ばり、屋根面ブレース等によ

る水平架構）の水平荷重伝達能力により、建物全体を１つの構造体として sI 指標、q 指標の算定

を行うか、あるいは各々の架構又はある範囲の架構群にて sI 指標、q 指標の算出を行う（以下ゾ

ーニングと言う）かの選択を行う。 
建物全体、又はある範囲の架構群にて屋根面架構の水平荷重伝達能力があるものと判断される

場合には、各架構の保有水平耐力を累加し、建物全体、または、ある範囲の架構群の保有水平耐

力とする。 
しかしながら、設計上の不具合、施工不良等の、構造要素が極めて脆性的な破壊を生じると判

断される架構、部材が含まれる場合には、累加の可否を考える。 
また、ゾーニングによる sI 指標、 q 指標の算出を行う場合、本基準では屋根面の非剛床性なら

びに部分架構群の独立した構造挙動を前提とした評価法をとるので、建物全体を対象とした強

度・剛性の偏心の検討は省略する。 
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３．２ 保有水平耐力 uQ の算定 
 
(1) 構造要素の終局耐力 

保有水平耐力 uQ の算定においては、下記のような構造要素の終局耐力を考慮する。 

付－３に基本的な終局耐力式を列挙している。 
ｱ) 鉄骨部材の曲げ耐力・せん断耐力 
全塑性耐力のほか、曲げ座屈・横座屈・局部座屈などの座屈耐力も考慮する。 

ｲ) 接合部の曲げ耐力・せん断耐力・引張り耐力 
鉄骨接合部では、接合部の最大耐力を１／α倍に低減した耐力（α=１.２～１.３）を用いる。

筋かい接合部ではα＝１.２とし、柱－はり接合部ではα＝１.３とする。 
柱脚部を含め、鉄筋コンクリートと鉄骨部分との接合部の曲げ耐力・せん断耐力・引張り耐

力を考慮する。 
ｳ) 軸組筋かい材の引張り耐力・座屈後安定耐力 
対になった軸組筋かいの耐力は接合部が保有耐力接合の場合のみ引張り耐力と座屈後の安定

耐力との水平成分の和として算出し、ラーメン部分の保有水平耐力に加算できるが、非保有

耐力接合の場合には、軸組筋かいの引張り耐力のみを考慮し、ラーメン部分の保有水平耐力

の加算は各々の変形能力を考慮して行うかを判断する。 
ｴ) 基礎の転倒限界 
地中ばりのない場合、または軽微な地中ばりの場合について算定する。 

 
(2) 材料強度 

ｱ) 耐力式中の鋼材料の降伏強さについては、法規に定める材料強度の基準強度とする。ただ

し、一般構造用鋼材・溶接用構造用鋼材ＪＩＳ規格品は１.１を乗じる。 
ｲ) 鉄骨接合部の最大耐力の評価に用いる引張り強さは、ＪＩＳ規格に定める引張り強さの最

小値とする。ただし、保有耐力接合の確認において、降伏強さに関して１.１を乗じた場合に

は、引張り強さにも１.１を乗じる。 

 
(3) 架構モデル、解析法 

ｱ) 架構モデルは、部材軸心位置で線材置換してよい。トラス部材も、等価な単一材としての

部材耐力を評価することを条件に、トラス部材軸心位置で線材置換してよい。 
ｲ) 不静定次数が大きくないことを条件として、接合部・部材がそれぞれに到達する降伏状態

の如何に関わらず、応力再配分効果に期待した塑性解析ないし弾塑性解析を適用してよい。

ただし、構造要素が極めて脆性的に破壊する接合部、部材がある場合にはこの限りではなく、

弾性解析により架構の一部が破壊状態に達した時点にて保有水平耐力とする。 
ｳ) 屋内運動場等のはり間方向架構などの大スパン架構では、鉛直荷重の影響を考慮する。 
ｴ) 塑性解析は、架構の各節点周りで塑性化する主要な要素を特定できるような解析手法を用

いる。 
ｵ) 対象とする架構が標準的な架構種別に該当する場合は、付－２に示す標準的な架構種別に

応じて準備された保有水平耐力の略算法を適用してよい。 
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【解説】 
(1) 構造要素の終局耐力 

要素(部材・接合部等)の終局状態として、本文中に列挙しているものを考慮して架構の保有水

平耐力を評価する。 
これらの終局耐力式は原則として付－３による。付－３の耐力式の出典は、(社)日本建築学会

の「鋼構造限界状態設計指針・同解説（ＳＩ単位版）」の終局限界状態設計における公称耐力式

による。要素の終局耐力式については、本文に列挙した終局状態を評価することを条件として、

上記文献のほかに、(財)日本建築防災協会「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診

断および耐震改修指針・同解説」を参照してよい。 
鉄骨接合部については、これらの文献に基づいて最大耐力を評価し、これを保有耐力接合の検

討の際に用いる接合係数(1.2～1.3)で除して、等価な終局耐力として用いる。実際の接合部の局部

的降伏現象はディテールによっては早期に発生し、局所的な塑性変形が徐々に進行し、部材の塑

性変形の進行とは異なった様相を呈する。ここでは、接合部の等価な終局耐力が被接合部材の終

局耐力を上回っている場合(すなわち、保有耐力接合の条件を満足している場合)については、現

行の設計と同様に、接合部耐力を保有水平耐力の評価に反映しない。そうでない場合(非保有耐力

接合の場合)には、接合部の等価な終局耐力を保有水平耐力の評価に反映する。この場合には、最

大耐力の算出に用いる引張り強さの割り増しは行わない。 
柱、はり接合パネル部の終局耐力については、対象とする屋内運動場等の架構が一般のビル形

式と異なりパネル部の両側にはりが存在しない場合が多く、充腹材の場合降伏後の耐力上昇もあ

り溶接継目破断等の危険性を見過ごす可能性があるため、保有水平耐力に及ぼす影響を考慮しな

いこととした。ただし、パネル部が非充腹材にて構成され明らかにパネル部の耐力が影響すると

判断される場合にはこの限りではなく、前述の文献等を参照する。 
(2) 材料強度 

 接合部の最大耐力は材料の引張り強さに基づいて算定するが、保有耐力接合の確認に関しての

み被接合部材の材料の降伏強さに 1.1 倍の補正を適用した場合には、接合部最大耐力の評価に用

いる被接合部材の材料の引張り強さ(断面欠損部など)についても 1.1 倍の補正を適用する。 
(3) 架構モデル、解析法 

通常の終局強度設計では、塑性化後、座屈等の不安定現象で要素耐力が維持できない場合には、

弾性応力解析を行い、一部の構造要素がそのような状態に達した時点をもって、架構の終局状態

とする安全側の仮定をとる。しかしながら、本基準では、対象とする屋内運動場等の架構の不静

定次数が低いことを考慮して、(保有水平耐力を過大評価する可能性が小さいので)構造要素がそ

れぞれに達する終局状態の如何に関わらず、応力再配分効果に期待した塑性解析法(極限解析法)
を適用してよいこととした。また、部材の塑性ヒンジ以外にも、接合部位置において接合部の等

価な終局耐力で抵抗する塑性ヒンジ(接合部ヒンジ)を設けて塑性解析を適用する。もし接合部ヒ

ンジが発生した場合は、その接合部が保有耐力接合の条件を満足していないことを意味するので、

保有耐力接合の条件の検討も同時に行うことができる。しかしながら、構造要素が極めて脆性的

な破壊を生じると判断される場合(例えば、施工不良・不適切な接合ディテールにより、早期破断

が生ずる可能性がある場合等)には、この限りではない。 
付－２の標準的な架構種別に応じた保有水平耐力の略算法では、まず架構種別に応じてラーメ



 10

ン架構内の考慮すべき要素限界耐力を評価する。次に、架構内の応力が要素限界耐力をうわまら

ないように各節点まわりの曲げモーメントを評価し、それに釣合う水平力を保有水平耐力とみな

す方法をとっている。これは下界定理により一般に架構の終局耐力の安全側の評価を与える。ま

た、各節点まわりの応力を限界づける要素も特定することができる。さらに、はりの分布荷重の

影響を考慮し、接合部については接合部(継手)位置、部材耐力に関してははりの 4 等分の各位置

において、それぞれ分布荷重を考慮した応力が終局耐力をうわまわらないように、はり両端の曲

げモーメントを限界づけている。 
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４．じん性指標 F の算定 
 
(1) 架構もしくは層のじん性指標は、付表に示す部材・接合部等の要素のじん性指標に基づいて、

要素の塑性化の可能性ならびに保有水平耐力に対する寄与を考慮して算定する。 

 
(2) 架構の各節点を代表するじん性指標を、節点に集まる部材・接合部のうち、塑性化する可能性

のある要素の要素じん性指標とする。節点に集まる部材、接合部等のいずれが塑性化するか特定

できない場合、または同時に塑性化する場合には、最小の要素じん性指標を用いる。 

 
(3) 各節点のじん性指標を総合して、架構のじん性指標を算定する。構造要素が極めて脆性的な破

壊を生じると判断される場合を除き、特別の解析を行わない場合には、各節点の発揮する耐力の

保有水平耐力に占める寄与率を重みとした、全ての節点のじん性指標の重み付き平均値としてよ

い。 
(4) 対象とする架構が標準的な架構種別に該当する場合は、付－２に示す標準的な架構種別に応じ

て準備された、保有水平耐力の算定プロセスに基づく、じん性指標の略算法を適用してよい。 

 
付表 要素のじん性指標 F  
  －１段目：保有耐力を限界づける要素名 
  －２段目：応力状態または要素の達する限界状態 
  －３段目：要素のじん性指標値 F  

 
（その１） 

*横座屈耐力が全塑性耐力未満の場合をＦＣ、全塑性耐力の０．６未満をＦＤとする 
  **冷間成形角形鋼管の場合、＜＞内の数値とする 

 
（その２） 

鉄骨トラス部材 鉄骨軸組筋かい部材 

曲 げ 
（弦材の座屈） 

せん断 
（斜材の座屈） 

引張、圧縮 
（軸降伏、座屈） 

２.２ １.５ ２.２ 

 

鉄骨ラーメン部材（フルウェブ） 

曲げ（局部座屈－幅厚比ランク、横座屈＊） 

ＦＡ ＦＢ ＦＣ ＦＤ 
せん断 

４.０ 
＜３.３＞** 

３.３ 
＜２.９＞** 

２.９ 
＜２.５＞** 

２.５ 
＜２.０＞** 

２.２ 
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（その３） 

鉄骨接合部 柱脚・鉄骨のＲＣへの定着部 基礎フーチング 

曲げ・せん断・引張 
（非保有耐力接合） 

曲げ・せん断・引張 曲げによる転倒 引抜による浮上り

１.３ 
＜２.９＞*** 

１.３ 
＜２.９＞*** 

１.８ １.３ 

 
  ***実験等の特別の調査に基づき、曲げで決まり、かつ回転能力が十分に保証される接合ディテ

ールが用いられている場合に限り、＜＞内の数値としてよい 

 
【解説】 
(1) じん性指標 F は、要素もしくは架構の塑性変形能力ないし塑性エネルギー散逸能力と正の相関

をもつ指標値で、現行耐震設計基準における構造特性係数 sD 値の逆数に近い意味をもつ指標値で

ある。付表に示す要素じん性指標 F は、鉄骨フルウェブ部材の幅厚比ランクに関して、現行耐震

基準の sD 値と大略この関係を満足する。一方、現行耐震設計基準における鉄骨構造に対する sD 値

の最大値は 0.5(2 の逆数)であるのに対して、本基準の F 指標では、さらに塑性変形能力に乏しい

破壊状況も考慮して、接合部、柱脚等に対してもじん性指標値を定め、2 未満 1 以上の値を付与

している。したがって、これらの要素が破壊する可能性のある場合には、現行基準に比較して厳

しく評価していることになる。 
接合部・柱脚等の塑性変形能力については不明な部分が多いので、比較的小さな F 値 1.3 が与

えられている。これは接合部の等価な終局耐力を最大耐力の 1/1.2～1.3 倍としていることを考慮

すると、接合部の最大耐力まで弾性挙動して塑性変形能力が皆無である場合( F =1.0)と比較して、

要素の挙動評価に関して大略同等であり、非保有耐力接合の接合部に対して極めて厳しい評価を

していることになる。しかしながら最近の研究動向では半剛接合など接合部内部での塑性エネル

ギー吸収を積極的に評価する考え方もあるので、実験など特別の調査により接合部の十分な塑性

変形能力が確認できる場合には、非保有耐力接合であっても、フルウェブ部材の FC ランク相当

( F =2.9)とする余地を残している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

M F=1 
変形能力なし 

θ 

× 
接合部実挙動 

最大耐力 Mu 
評価可能 × 

F=1.3 
僅かな塑性変形 

接合部の 
等価な終局耐力 
Mu/1.2～1.3 降伏開始 

評価に問題点 

変形能力・不明 
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(2) 架構のじん性指標は、その保有水平耐力を限界づけている要素(部材・接合部等)のじん性指標

を反映させるべきであり、要素の塑性化の可能性ならびに保有水平耐力に対する寄与を考慮する。

保有耐力の評価の際には、架構の各節点まわりで塑性化する主要な要素を特定できるような解析

手法を用いることを条件にしているので、架構の各節点を代表するじん性指標を、節点に集まる

部材・接合部等のうち、塑性化する可能性のある要素の要素じん性指標とする。ただし節点に集

まる部材、接合部等の終局耐力の大小ないしその評価に不確定な因子がある場合、またはほぼ同

時に塑性化する場合には、節点に集まる部材・接合部等の要素じん性指標の最小値で各節点を代

表させる。 
(3) 異なるじん性指標からなる節点(ないし要素)が並列して混在した場合の架構としてのじん性指

標の評価法には、いくつかの考え方があるが、ここでは設計上の不具合、施工不良等の、構造要

素が極めて脆性的な破壊を生じると判断される場合を除き、単純に保有水平耐力に対する寄与率

を重みとして、節点を代表するじん性指標を重み付き平均した値で全体のじん性指標として代表

させることとした。安全側の評価方法として、最小の節点を代表するじん性指標を選ぶ方法、保

有耐力寄与率を重みとして乗じた節点を代表するじん性指標の自乗和の平方根とする方法、など

がある。これらの方法は、本基準の単純重み付き平均に比べて、架構のじん性指標を小さく評価

する傾向がある。しかしながら、節点を代表するじん性指標・保有耐力寄与率の組合せを考慮せ

ずに適用すると、明らかに不合理な結果となる場合があるので、本基準では単純な重み付き平均

値を採用することとした。 
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５．耐震性能の判定 
 
(1) sI ≧０.７かつ q ≧１.０  ：倒壊の危険性が低く、原則として補強の対象としないが、局所的

な地形等による地震入力の増幅や脆性的破壊モードが予想される

場合などは、適切な耐震性能の増強を図る。 

 
(2) (1) 及び(3) 以外の場合：倒壊の危険性があるので、補強が必要である 

 
(3) ０.３＞ sI または q ＜０.５ ：倒壊の危険性が高い 
 
【解説】 
 国土交通省告示第 184 号に示される耐震診断の枠組みに従い、(財)日本建築防災協会「耐震改修

促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震改修指針・同解説(1996)」との整合性を考えて、

耐震性能の判定要領を作成した。なお、「耐震性能の判定」の考え方は、RC 造の場合と同様である。 
「 sI ≧0.7 かつ q ≧1.0」を「倒壊の可能性が低い」と判定する根拠は、このような耐震性能を有

する屋内運動場等が平成７年(1995 年)兵庫県南部地震では、概ね小破程度以下の被害に留まったこ

とが挙げられる。しかしながら震災例の中には、 sI =0.8 程度の屋内運動場に中破程度の被害例があ

るので、「局所的な地形等による地震入力の増幅や脆性的な破壊モードが予想される場合などは、適

切な耐震性能の増強を図る」という記述を追加している。 
「0.3＞ sI または q ＜0.5」を「倒壊の可能性が高い」と判定する根拠は、このような耐震性能に留ま

る屋内運動場等が今回の震災では、大破以上の被害を被っていることが挙げられる。 
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付－１ 調査用紙 
 

 

 

 

予備調査用紙 

 

 

実態調査用紙 

 

 

実態調査用紙（記入例） 
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       予 備 調 査 用 紙      記入日：平成   年   月   日 

建物名称               所在地 
調査担当者名             所 属         ＴＥＬ           

設 計 者  確 認 申 請    年   月   日 

構 造 設 計 者  竣 工    年   月   日 

建

物

概

要 施 工 者  新耐震設計法 Ｙes ・ Ｎｏ 

地下   階・地上   階・塔屋   階 構 造 種 別 （架構種別を記入） 

床  面  積 

１ 階 床 ㎡ 
架 構 形 式

Ｘ方向（    ）・不明 
Ｙ方向（    ）・不明 

付 属 建 屋 ㎡ 

延 床 面 積 ㎡ 

建 築 面 積 ㎡ 

高     さ 

立 体 形 状 の

特 徴
 

建 築 高 さ ｍ 

軒 高 ｍ 

ギ ャ ラ リ ー ｍ 

規

模

・

形

式

・

形

状 

  

平 面 形 状 の

特 徴
 

外 壁  屋 根  

窓  床  
仕

上

材 間 仕 切 壁  耐 火 被 覆 有（    ）・無・不明 

増 築 有・無       年 

改 築 有・無       年 

補 修 ・ 補 強 有・無       年 

使

用

履

歴 
用 途 変 更 有・無       年 

規 模 ・ 状 況  

地 震 被 害 有・無       年 

火 災 有・無       年 

暴 風 被 害 有・無       年 

被

災

経

験 
そ の 他 （     ）    年 

規 模 ・ 状 況  

 明らかに不同沈下している  構造部材に明瞭な錆がある 

 明らかに建物が傾いている  ブレースが座屈変形している 建 物 外 観 状 況 

 外壁に著しいひび割れがある  

敷 地 概 要 埋立地  ・  軟弱地盤  ・  崖地  ・  海岸から２km以内 

特 記 す べ き 
使 用 環 境 
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実 態 調 査 用 紙 

調査箇所  

 
設計図書 

 
調査結果 
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実 態 調 査 用 紙 （記入例） 

調査箇所 １－Ｅ通り 桁行き方向 ブレース接合部 

 
設計図書 

 

 

調査結果 

１）柱、はり等の寸法 

・柱、はり、ブレース等の寸法は設計図書通り。 

・高力ボルトはF9T W7/8が使用されていた。また、高力ボルトの締め付けは、手締めによる

ものであった。 

 

２）ガセットプレートと柱フランジの溶接 

設計図書では全周すみ肉溶接であるが、ガセットプレートと柱フランジ小口とは溶接長Ｌ＝

90mm、100㎜の断続すみ肉溶接（Ｓ＝5㎜）となっている。 

なお、柱フランジの裏面とガセットプレートの溶接は目視できないが、触覚によれば点線で

示した範囲が溶接されていた。 

 

３）部材、接合部の発錆状況 

ガセットプレートは全面錆が発生し、錆による減厚は約0.1mmである。 
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実 態 調 査 用 紙 （記入例） 

調査箇所 Ｃ－３通り はり間方向 柱、はり接合部 

 
設計図書 

 

 

調査結果 

１）柱、はり等の寸法 

Ｃ１、２ＧＸ、カバープレート等の寸法は、設計図書通り。 

 

２）はり端フランジ及びダイヤフラムと柱フランジの溶接継目 

エンドタブ、裏当金、はりウェブのスカラップが全て無いため、はり端フランジ継目は設計

図書と相違し、すみ肉溶接で施工されている。ダイヤフラムと柱フランジの溶接継目も同様。

すみ肉溶接のサイズの平均6.0mm（６ケ所の平均） 

 

３）その他の溶接継目 

はりウェブと柱フランジ及びガセットプレートの溶接継目は、全て全周すみ肉溶接ですみ肉

溶接のサイズは前項２）と同等。 

 

４）部材、接合部の発錆状況 

錆止め塗装の塗膜は健全である。 
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付－２ 標準的な架構種別に応じた保有水平耐力 

・じん性指標の略算法 
 

 

 

 

１ 保有水平耐力の算定方法 

 

（１）はり間方向ラーメンの保有水平耐力の算定 

 

（２）桁行方向ラーメン部分の保有水平耐力の算定 

 

（３）桁行方向筋かい部分の保有水平耐力 

 

 

 

 

２ Ｆ指標の評価方法 

 

（１）ラーメン構造のＦ指標 

 

（２）筋かいのＦ指標 

 

（３）異なるＦ指標の耐震要素ないし構面の混合 
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はり間方向

耐震診断

ＲＳ2b

表Ａ２使用，Ｑu，Ｆの評価（付－２，付－３）

建物実態調査

Is算定対象の決定
架構タイプの決定

屋根面ブレースの検討

Ｓ1 RS2a，RS2b RS1a，RS1b RS1c R1，R2

ＢＲタイプ

Ｂタイプ

耐震診断

表Ａ２使用
Ｑu，Ｆの評価
付－２，付－３

ＢＲ

筋かい付き骨組

Ｂ

表Ａ２使用
Ｑu，Ｆの評価
付－２，付－３

純筋かい構造

図２．１　建物方向別・構造形式別・既存建物耐震診断及び耐震補強

 ＲＳ2aＳ1

ＲＳ1cＲＳ1bＲＳ1a

Ｒ1 Ｒ2

桁行方向

Ｉs　＞　目標Ｉs

補 強 案 作 成

耐　震　診　断

Ｉs（補強後）＞目標Ｉs

詳 細 補 強 設 計 ＥＮＤ

ＮＯ

ＮＯ
ＯＫ

ＯＫ

Ｉs　＞　目標Ｉs

補 強 案 作 成

耐　震　診　断

Ｉs（補強後）＞目標Ｉs

詳 細 補 強 設 計 ＥＮＤ

ＮＯ

ＮＯ

ＯＫ

ＯＫ
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１ 保有水平耐力の算定方法 

表Ａ２の算定式に基づいて、 CQ 、ＭⅠ、ＭⅡ‥‥‥等を評価し、下記の式（Ａ２．１）～（Ａ

２．３）で保有水平耐力を算定する。このとき、 CQ 、ＭⅠ、ＭⅡ‥‥‥等を決める要素のじん

性指標を記録しておく。 

 

（１）はり間方向ラーメンの保有水平耐力の算定（表Ａ２参照） 

 ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

= C
IVIII

C
III

U Q
H

MM
Q

H
MMQ ,min,min        （Ａ２．１） 

 

 
 

図 Ａ２．１ 
 
 
（２）桁行方向ラーメン部分の保有水平耐力の算定（ＢＲタイプの場合） 

 

なお、架構全体の保有水平耐力は、次式で求めるラーメン部分の保有水平耐力 UR Q と次項

で求める筋かい部分の保有水平耐力 UBQ とを加算して求める。 

 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

C
IVIII

C
VIV

C
III

UR

Q
H

MM
　

‥‥Q
H

MM
‥‥‥‥‥Q

H
MMQ

,min＋

＋,min＋＋,min＝

 （Ａ２．２） 

CQ  
CQ  
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表Ａ２ 保有耐力を限界づけている部位 

                     耐力の種類と部位        Ｆ（鉄骨充腹材の例）

以下の最小値を柱せん断耐力 CQ  

 1Q    ＣＴQｍ         部 材・せん断・柱 上 部         2.2 

 2Q    ＣＴQｊ         接合部・せん断・柱頭仕口         1.3 

 3Q    ＣＭQｍ         部 材・せん断・柱中間部         2.2 

 4Q    ＣＭQｊ         接合部・せん断・柱中間部         1.3 

 5Q    ＣＢQｍ         部 材・せん断・柱 下 部         2.2 

 6Q    ＣＢQｊ         接合部・せん断・柱 脚 部         1.3 

 

以下の最小値を風下柱頭曲げ耐力ＭI 

 Ｍ１   ＧＥＭｍ         部 材・曲 げ・はり端部         4.0～2.5 

 Ｍ２   ＧＥＭｊ         接合部・曲 げ・はり端仕口        1.3 

 Ｍ３   ＣＴＭｍ         部 材・曲 げ・柱 上 部         4.0～2.5 

 Ｍ４   ＣＴＭｊ         接合部・曲 げ・柱頭仕口         1.3 

 Ｍ５  （ＧＥQｍ－ＧＥQＳ）Ｌ／２ 部 材・せん断(曲げ換算)・はり端部        2.2     

 Ｍ６  （ＧＥQｊ－ＧＥQＳ）Ｌ／２ 接合部・せん断(曲げ換算)・はり端仕口       1.3     

 Ｍ７  （ＧＭQｍ－ＧＭQＳ）Ｌ／２ 部 材・せん断(曲げ換算)・はり中間部       2.2   

 Ｍ８  （ＧＭQｊ－ＧＭQＳ）Ｌ／２ 接合部・せん断(曲げ換算)・はり中間継手        1.3 

 Ｍ９   ＣＭＭ＋（ＣＭＭ＋ＣＢＭ）・（Ｈ－ＨＭ）／ＨＭ 

部 材・曲 げ・柱中間部・下部又は柱脚部を柱頭換算 

4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱中間部・下部又は柱脚部を柱頭換算 

1.3 

 Ｍ10   ＣＭＭ＋（ＣＭＭ＋ＦＭ）・（Ｈ－ＨＭ）／（ＨＭ＋ＨＦ） 

部 材・曲 げ・柱中間部又は基礎下面を柱頭換算 

4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱中間部又は基礎下面を柱頭換算 

1.3 

ここで、ＣＭＭ＝min（ＣＭＭｍ，ＣＭＭｊ），ＣＢＭ＝min（ＣＢＭｍ，ＣＢＭｊ） 

                        GE Q S： 単純ばりの鉛直荷重による端部のせん断力 

             GMQ S ： 単純ばりの鉛直荷重による中間部のせん断力 

 

以下の最小値を風下柱脚曲げ耐力ＭⅡ 

 Ｍ11   ＣＢＭ          部 材・曲 げ・柱下部又は柱脚部     4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱下部又は柱脚部     1.3 

 Ｍ12   ＣＭＭ＋（ＣＭＭ＋ＭⅠ）ＨＭ／（Ｈ－ＨＭ） 
部 材・曲 げ・柱中間部を柱脚換算    4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱中間部を柱脚換算    1.3 

 Ｍ13   ＦＭ－（ＦＭ＋ＭⅠ）ＨＦ／（Ｈ＋ＨＦ） 
基 礎・曲 げ・基礎下面を柱脚換算    1.8 

 

 

以下の最小値を風上柱頭曲げ耐力ＭⅢ 

 Ｍ14 ＭⅠ          部材又は接合部・曲げ・又はせん断・柱頭換算ＭⅠと同じ 

 Ｍ15  （（ＧＭＭｊ－ＧＭＳ（Ｌｊ））Ｌ＋ＭⅠＬｊ）／（Ｌ－Ｌｊ） 

接合部・曲 げ・はり中間継手をはり端換算 1.3 
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 Ｍ16  ２（ＧＭＭｍ－ＧＭＳ（0.5Ｌ））＋ＭⅠ 

部 材・曲 げ・はり中央をはり端換算   4.0～2.5 

 Ｍ17  1.33（ＧＭＭｍ－ＧＭＳ（0.25Ｌ））＋0.33ＭⅠ 
部 材・曲 げ・はり中間４分点をはり端換算 

4.0～2.5 

以下の最小値を風上柱脚曲げ耐力ＭⅣ 

 Ｍ18  ＣＢＭ          部 材・曲 げ・柱下部又は柱脚部     4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱下部又は柱脚部     1.3 

 Ｍ19  ＣＭＭ＋（ＣＭＭ＋ＭⅢ）ＨＭ／（Ｈ－ＨＭ） 
部 材・曲 げ・柱中間部を柱脚換算    4.0～2.5 

又は接合部・曲 げ・柱中間部を柱脚換算    1.3 

 Ｍ20  ＦＭ－（ＦＭ＋ＭⅢ）ＨＦ／（Ｈ＋ＨＦ） 
基 礎・曲 げ・基礎下面を柱脚換算    1.8 

 

注） 

ＧＭＳ（0.5Ｌ）は、分布荷重によるはり中央位置での単純ばり曲げモーメント 

ＧＭＳ（0.25Ｌ）は、分布荷重による 1/4 の位置での単純ばり曲げモーメント 

ＧＭＳ（Ｌｊ）は、分布荷重による継手位置での単純ばり曲げモーメント 

Ｌ ：はり全スパン 

Ｌｊ：はり端部から継手までの長さ 

Ｈ ：基礎上端からの軒高 

ＨＭ：基礎上端からの柱中間危険点高さ 

ＨＦ：基礎の高さ 

 

図 Ａ２．２ 

 

ＭⅤ＝min（ＭＬ＋ＭＲ，ＭＣ） 

ここで、ＭＬ＝min（Ｍ１，Ｍ２，Ｍ５，Ｍ６，Ｍ７，Ｍ８）   ：左側はりの風下側端部 

ＭＲ＝min（Ｍ1４’，Ｍ1５’，Ｍ1６’，Ｍ1７’）   ：右側はりの風上側端部 

ここで、Ｍ14’＝右側はりのＭＬ           ：右側はりの風下側端部 

Ｍ15’，Ｍ16’，Ｍ17’はＭ15，Ｍ16，Ｍ17の算定式においてＭⅠの替わりに 

Ｍ14’を用いて算定する。 

ＭＣ＝min（Ｍ３，Ｍ４，Ｍ９，Ｍ１０） 

ＭⅥ＝min（Ｍ18，Ｍ19’，Ｍ20’） 

    ここで、Ｍ19’,Ｍ20’はＭ19，Ｍ20の算定においてＭⅢの替わりにＭⅤを用いて算定する。 

CQ CQ
CQ
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（３）桁行方向筋かい部分の保有水平耐力（ＢＲ、Ｂタイプ） 

 

( ) θcosTuBUB NNnQ +=  （Ａ２．３） 

ここで、 
:nB 対になった筋かいの個数 

Ｎu、ＮＴ は付３ ３．３ 筋かいの耐力による。 
ただし、筋かい軸力Ｎu、ＮＴが周辺骨組に作用する結果、 
ｱ) 押込側の柱軸力が柱の圧縮耐力を超過しないこと、 
ｲ) 引抜側の軸力によって基礎が浮き上がらないこと、 

を確認するものとし、これが満足されない場合はその時点での値を保有水平耐力とする。 
 

２ F 指標の評価方法 

 
（１）ラーメン構造の F指標 

 
ｱ) はり間方向 

CQ 、ＭⅠ、ＭⅡ、ＭⅢ、ＭⅣを限界づけている要素耐力（Q １～Q ６、Ｍ１～Ｍ２０）に応じ

て、それぞれのＦｉ指標（Ｆ Q 、ＦⅠ、ＦⅡ、ＦⅢ、ＦⅣ）を決定する。（表Ａ２参照） 

Ｆ Q はQ１～Q６の最小値に対するＦｉ指標 

骨組全体のＦ指標は下記によって算定する。 

CQ
H

MM
＜ⅡⅠ+ のとき、

ⅣⅢⅡⅠ

ⅣⅣⅢⅢⅡⅡⅠⅠ

MMMM
MFMFMFMFF

+++
+++

=  （Ａ２．４） 

H
MMQ

H
MM

C
ⅡⅠⅣⅢ ＜＜

++
のとき、

ⅣⅢ

ⅣⅣⅢⅢ

MMHQ
MFMFHQF

F
C

C

++

++
= Q  （Ａ２．５） 

H
MM

QC
ⅣⅢ＜

+
のとき、 QFF =  （Ａ２．６） 

 
ｲ) 桁行方向ラーメン部分（ＢＲタイプ） 

全て曲げ耐力（ＭⅠ･･････ＭⅣ）で決まる場合 

ⅣⅢⅥⅤⅡⅠ

ⅣⅣⅢⅢⅥⅥⅤⅤⅡⅡⅠⅠ

････････

････････

MMMMMM
MFMFMFMFMFMFFR +++++++

++++++
=  （Ａ２．７） 

 

一部せん断力 CQ で決まる場合は（Ａ２．７）式で該当柱の柱頭・柱脚モーメントの部

分を CQ Ｈで置換え、該当柱部分についてはＦＱを CQ Ｈで重みづける。 
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ⅣⅢⅥⅤⅠ

ⅣⅣⅢⅢⅥⅥⅤⅤⅠⅠ

････････

････････

MMMMHQM
MFMFMFMFHQFMF

F
C

CQ
R +++++++

++++++
=    （Ａ２．８） 

 
（２）筋かいのＦ指標 

ｱ) ＢＲタイプ（筋かい付ラーメン） 
筋かい部材のＦ指標をＢＦ＝２．２とし、ラーメン部材のＲＦと保有耐力の寄与率にて重

み付き平均とする。ただし、筋かい接合部の耐力で限界づけられる場合ＢＦ＝１．３、周

辺柱の座屈・基礎の浮上りで耐力の限界づけられる場合はＢＦ＝ＲＦ＝１．３とする。 
 

ｲ) Ｂタイプ（純筋かい構造） 
Ｆ＝２．２ 
ただし、筋かい接合部の耐力、周辺柱の座屈・基礎の浮上りで耐力が限界付けられる場

合はＦ＝１．３とする。 
 

（３）異なるＦ指標の耐震要素ないし構面の混合 

ＦＡ、ＦＢを有する要素ないし構面が混合した場合、骨組全体のＦ指標は原則として、次式

で算定できるものとする。 

UBUA

UBBUAA

QQ
QFQF

F
+
+

=  （Ａ２．９） 

ここで、ＱＵＡ、ＱＵＢはそれぞれの要素ないし構面の保有水平耐力である。 
（Ａ２．４）～（Ａ２．８）式は（Ａ２．９）式の一般化である。 
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付－３ 部材、接合部の終局耐力 
 
 
  ３．１ Ｈ形鋼部材の終局耐力 

 

３．２ 非充腹部材（柱）の終局耐力 

 

３．３ 筋かいの耐力 

 

３．４ 充腹材柱・梁端接合部の最大曲げ耐力 

 

  ３．５ 充腹材ボルト継手部の最大耐力 

 

３．６ 非充腹柱・梁・筋かい接合部の最大引張り耐力 

 

３．７ パネルゾーンの終局曲げ耐力 

 

３．８ 柱脚部の終局耐力 

 

３．９ 基礎の転倒モーメント 

 

 
この付録に記載されている終局耐力式は、基本的に「屋内運動場等の耐震性能診断基

準（平成８年版）」（文部科学省大臣官房文教施設部）の式を示すが、同時に、「鋼構

造限界状態設計指針・同解説」（社団法人 日本建築学会）「耐震改修促進法のための

既存鉄骨造建築物の耐震診断および耐震改修指針・同解説」（財団法人 日本建築防災

協会）に示された式も併用して示す。 
 各基準、指針の式からはほぼ同様の計算値が算出されるが、その適用条件等に留意し、

適切に運用すること。 
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3.1  H 形鋼部材の終局耐力 

3.1.1 曲げ終局耐力 Mm  

(1) 強軸曲げ+圧縮 

圧縮軸力下で強軸曲げを受ける場合の曲げ耐力 mM は(3.1.1.a)、(3.1.1.b)式による 1mM 、 2mM

のうち小さい値とする。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−=

c
cm N

NM.M 11811  (3.1.1.a) 

c2m MM =  (3.1.1.b) 

 

：はりの曲げ耐力

：曲げ座屈耐力

軸力を考慮する）軸力（大梁による付加：鉛直荷重による圧縮

c

c

M
N
N

 

曲げ座屈耐力 cN は次式による。 

ey
c

ccc

y
e

y
y

cpce

cpc
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yccpc

NNN

N
N
N
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NN

83.0
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1

44.007.15.00.1
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≒
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⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
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⎟
⎟
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⎞

⎜
⎜

⎝

⎛
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⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

−

−
−=≤<
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λ
λλ

λλ
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λλλ

λλ

 (3.1.2b) 

 eyc N/N=：曲げ座屈細長比λ  

 0.15=：塑性限界細長比cp λ  

 29.10.61/e ==：弾性限界細長比cλ  

 gyy AFN ・：降伏限界耐力=  (3.1.3)  

：全断面積

：降伏強さ

g

y

A
F

 

 22

2

cc
e k

EIN
l

π
=：弾性曲げ座屈耐力  (3.1.4) 

I ：強軸回りの断面二次モーメント 
 ck ：曲げ座屈長さ係数（曲げ耐力を算定する場合は、1.0 としてよい） 

 cl ：曲げ座屈区間 

：ヤング率E  

CM は、はりの曲げ耐力で(3.1.5a)～(3.1.5c)式による 1CM ～ 3CM のうち最も小さい値とする。 

pc MM =1  (3.1.5a) 

LBc MM =2  (3.1.5b) 

FTBc MM =3  (3.1.5c) 

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧
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⎪
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⎪
⎨

⎧

⎪
⎪
⎪
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⎪⎪
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⎨

⎧ (3.1.2a)

(3.1.2c)
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ント：はりの横座屈モーメ

ものについてのみ考慮ランクがＦＣ、ＦＤの

メント。幅厚比による：はりの局部座屈モー

強軸回り）：全塑性モーメント（

FTB

LB

p

M

M
M

 

pM は、はりの全塑性モーメントで次式による。 

pyfp ZFM ⋅=  (3.1.6) 

 
：塑性断面係数

：フランジ降伏強さ

p

yf

Z
F

 

LBM は、はりの局部座屈モーメントで次式による。  

crLB FZM ・=  (3.1.7) 

crF は、(3.1.8a)、(3.1.8b)式の crf F および crw F のうち小さいほうの値とする。 

500
670 yf

yf
f

crf
F

F
t
bF ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−=   (3.1.8a) 

4100
5190 yw

yw
w

crw
F

F
t
dF ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−=  (3.1.8b) 

 

：ウェブ降伏強さ

：ウェブ厚さ

：ウェブせい

：フランジ降伏強さ

：フランジ厚さ

：フランジ半幅

：断面係数

yw

w

yf

f

F
t
d
F
t
b
Z

 

 

FTBM は、はりの横座屈モーメントで次式による。 

ep
b

FTBbbe

p
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bp
e

p

p
bpbe

bpb
FTBbebbp

pFTBbpb

M.MM

M
.
M
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2 ≒
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⎜
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e

p
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M
=λ    ⎟⎟

⎠

⎞
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⎝

⎛
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1

23060
M
M

..bp λ  

⎪
⎪
⎩

⎪
⎪
⎨

⎧

⎪
⎪
⎩

⎪
⎪
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⎧ (3.1.9a)

(3.1.9b)
  
 
(3.1.9c)
 

 
 
 

図 3.1.1 H 形鋼断面 
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：ウェブ厚さ

：フランジ厚さ

モーメント：弱軸回りの断面二次

w

f

Y

t
t
I

 曲率が正：端モーメント比、複

ト：弾性横座屈モーメン

：全塑性モーメント

：塑性限界細長比

：弾性限界細長比

：横座屈細長比

ント：はりの横座屈モーメ

1

2

2910.61/

M
M
M
M

.

M

e

p

bp

be

b

FTB

λ
==λ

λ

 

 

弾性横座屈モーメント eM は次式による。 

22
2

2

4

4

wcrscrb
b

Y

bk

WY
be ZCGJEIEIEI

CM σσ
ππ

+⋅+= ≒
・・

ll
 (3.1.10) 

)//(65.0 fbscr AhE ・l=σ
 

22 )i//(E bkwcr l・π=σ  

モーメント係数 bC は次式による。 

3230051751
2

1

2

1

2 .
M
M

.
M
M

..Cb ≤⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+=  (3.1.11) 

 

性：サンブナンねじり剛

：曲げねじり剛性

：弱軸回りの曲げ剛性

GJ
EI
EI

W

Y

 

 

 

 

わりの断面２次半径Ｔ形断面のウェブ軸ま

とからなる成の：圧縮フランジとはり

、単純ばりのとき：横座屈長さ係数

：

：片側フランジ断面積

：はり成

さ：横座屈補剛区間の長

応力状態を仮定する）（終局メカニズム時の

曲率が正：端モーメント比、複

6/1
1.075.0
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2
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M
M

b

bbbk

f

b

==
⋅= ll

l

 

   

1M 2M

1bl 2bl 3bl

補剛間隔

bL

図 3.1.2  端モーメント比 
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pm MM =2

⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−=

2

1 1191
y

pm N
NM.M

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 弱軸曲げ+圧縮 

圧縮軸力下で弱軸曲げを受ける場合の曲げ耐力 mM は(3.1.12a)、(3.1.12b)式による 1mM 、

2mM のうち小さい値とする。 

⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−=

2

1 1191
c

pm N
NM.M                   (3.1.12a) 

pm MM =2                          (3.1.12b) 

 弱軸回り）：全塑性モーメント（pM  

その他の記号は(1)強軸曲げ＋圧縮を参照 

(3) 強軸または弱軸曲げ+引張り 

ｱ) 引張り軸力下で強軸曲げを受ける場合の曲げ耐力 mM は(3.1.13a)、(3.1.13b)式による

1mM 、 2mM のうち小さい値とする。 

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−=

y
cm N

NM.M 11811         (3.1.13a) 

cm MM =2          (3.1.13b) 

ｲ) 引張り軸力下で弱軸曲げを受ける場合の曲げ耐力 mM は(3.1.14a)、(3.1.14b)式による

1mM 、 2mM のうち小さい値とする。 

 

                               (3.1.14a) 

                          (3.1.14b) 
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図 3.1.4  塑性限界細長比 

1 2

lb 

M1 M2

M1 M2

M M

単曲率 

−
M 
M 

2 
1

M
複曲率 1

M2

M1 M2

M1 M2

+
M 

M

2

1

M M0 1> のとき

C b= 1.0 

M M2

M M2
M 0 

M 0 1

1

図 3.1.5  
1

2

M
M

の符号と修正係数 Cｂのとり方 

図 3.1.3  曲げモーメント分布と横座屈荷重 
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a

 

3.1.2 せん断終局耐力 Qm  

2
186000700
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6.0486
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AFQ
F
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t
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・・
のとき

・のとき

・のとき

       

：板座屈係数

：ウェブ厚さ

：ウェブ断面積

：ウェブ降伏強さ

k
t

dtA
F

w

ww

yw

×=
 

    
3
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>
<
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β
β
β

               

5
44.5

44.5
2
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=
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k
k
k

β
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     β =
a
d
（ウェブの寸法比）  

         
 ：ウェブせい

：縦スチフナの間隔

d
a

 

 

ywyw

ywyw

FF
k

FF
kk

1565700

10874865

=

== とすると

 

(3.1.15a) 

(3.1.15b) 

(3.1.15c) 
⎪
⎪
⎪
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⎨

⎧

及びスチフナを用いないとき、 

図 3.1.6 縦スチフナの間隔
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3.2 非充腹部材（柱）の終局耐力 

3.2.1 曲げ終局耐力 Mm  

c
c

m M
N
NM )1( −=  (3.2.1) 

 
N
N
M

c

c

：鉛直荷重による圧縮軸力（梁による付加軸力考慮）

：圧縮耐力

：はりの曲げ耐力

 

cM は、はりの曲げ耐力で(3.2.2a),(3.2.2b)式による 1cM 、 2cM の小さい値とする。 

ccc PdM ⋅=1  (3.2.2a) 

α
u

cc
P

dM ⋅=2  (3.2.2b) 

 

）：接合係数（

り耐力れる接合部の最大引張：引張り側弦材に含ま

力：圧縮側弦材の圧縮耐

：弦材の図心間距離

21.
P
P
d

u

c

c

=α

 

圧縮耐力Ｎｃ は、（3.1.2a）～（3.1.2c）式による。 

 

 

3.2.2 弦材の圧縮耐力 Pc  
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⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝
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 (3.2.3)  

ec

yc
fc P

P
=：曲げ座屈細長比λ  

( )

150
2910.61/

.
.

P
A
F

AFP

cp

ce

ec

fc

y

fcyyc

=λ
==λ

=

：塑性限界細長比

：弾性限界細長比

：弦材の弾性座屈耐力

：圧縮側弦材の断面積

：弦材の降伏強さ

・：弦材の降伏軸力

 

                
2

2

λ

π EA
P fc

ec
∑

=          (3.2.4) 

λは、有効細長比で(3.2.5a)、(3.2.5b)式による 1λ 、 2λ のうち大きい値とする。 

xeλλ =1           (3.2.5a) 

yeλλ =2           (3.2.5b) 
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充腹軸（ｘ軸）回りの細長比 

xxe
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=
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充腹でない軸（ｙ軸）回りの有効細長比 
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ここで、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

の合計：圧縮側弦材の断面積

数：素材または素材群の

軸回りの断面２次半径：素材のｘ軸またはｙ

半径：素材の最小断面２次

などの区間長：つづり材やはさみ板
階高：スパンもしくは構造

（構面外座屈）：横補剛材支点間距離

座屈）：節点間距離（構面内

f

yx

kz

ky

kx

A
m

i,i
i

∑

′′
1

1l
l

l
l

1

1

y′

y′

x′ x′

ただし、 501 >yλ の場合は参考値とする 

(3.2.8) 

x x 

y 

（充腹でない軸）

（充腹軸）

Cy Cy 

ey 
y 

(3.2.7) 

(3.2.9) 

(3.2.6) 

1l
1l

kxl

kyl

l1

図 3.2.1 

図 3.2.2 素材または素材群の数 
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数：素材または素材群の

：構面の数

階高：スパンもしくは構造

座屈）：節点間距離（構面内

ボルト間距離：ラチス材の弦材方向

心間距離：ラチス材のボルト重

：部材の細長比
：ヤング係数

：ラチス材の断面積

：弦材一本分の断面積

：全断面積

m
n

E
A
A
A

kz

d

d

g

l

l

l

l

2

1

λ

3.2.3 全断面の弾性座屈耐力 eN  
22 λπ⋅= EAN ge  (3.2.10) 

 λは、有効細長比で(3.2.11a)、(3.2.11b)式による 1λ 、 2λ のうち大きい値とする。 

zeλλ =1   (3.2.11a) 

yeλλ =2   (3.2.11b) 

 
(1) Ｚ軸についてのλze （ラチス形式） 

 

λ π1
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2
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A
n A e
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  (3.2.12) 
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(2) Ｙ軸についてのλye （はさみ板形式） 
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iz

ただし、 501 >yλ の場合は参考値とする 

ただし、 501 >Zλ の場合は参考値とする 

図 3.2.3 弦材の重心間距離及び節点間距離 
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(3.2.14) 
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3.2.4 せん断終局耐力 Qm  

mQ は、せん断終局耐力で(3.2.17.a)、(3.2.17.b)式による 1mQ 、 2mQ の小さい値とする。 

Lcm PsinQ ⋅= θ1       (3.2.17a) 

α
θ Lu

m
P

sinQ ⋅=2       (3.2.17b)  

 

θ

α

：ラチス材が部材軸となす角度

：ラチス材の圧縮耐力

：ラチス材に含まれる接合部の最大引張耐力

：接合係数（ ）

P
P

Lc

Lu

= 12.

 

 

3.2.5 ラチス材の圧縮耐力 PLc 
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eL

yL
Lc P

P
=λ ：曲げ座屈細長比  
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291601
150
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.

P
A
F

AFP

Lce

Lcp

eL

L

yL

LyLyL

==λ
=λ

：弾性限界細長比

：塑性限界細長比

耐力：ラチス材の弾性座屈

：ラチス材の断面積

：ラチス材の降伏強さ

・：ラチス材の降伏軸力

 

2

2

λ
π∑

=
EAP L

eL  

λは、一般化細長比で(3.2.20a)～(3.2.20c)式による 1λ 、 2λ 、 3λ の大きい値とす

る。 

xλλ =1    （3.2.20a） 

yλλ =2   （3.2.20b） 

yeλλ =3   （3.2.20c） 

(3.2.18)

(3.2.19) 
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図 3.2.5 ラチス材の座屈長さ 
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図 3.2.4 ラチス材の角度 
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xx
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=

+⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

=

=

=

λ

λ

λ

  

   201 >yλ で 2 丁の場合 

    2
1

2
yyye λλλ +=  

   201 ≤yλ で２丁の場合 

 yye λλ =  

   １丁の場合 
 yye 1λλ =  

２次半径：ラチス材の最小断面

弦材ボルト間距離

交）方向の座屈長さ：構面外（部材軸に直

向の座屈長さ：構面内（部材軸）方

1

  
i

ky

kx

l

l
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筋かい材の降伏強さ：

２次半径：筋かい材の最小断面

筋かい材の長さ：

：筋かい材の軸断面積

数：軸組み筋かい材の面

y

B

B

B

B

F

i
L

A
n

75.0
55.0

剛性が小さい場合を介して接合され曲げガセットプレートなど

場合などで接合されているラーメン等に直接溶接

：座屈長さ係数　Bk

3.3  筋かいの耐力 

対になった軸組筋かいの保有水平耐力 UB Q は次式による。 
( ) θ+= cosNNnQ TuBUB       (3.3.1) 

 
筋かいの引張り耐力 TN は(3.3.2a)、(3.3.2b)式による 1TN 、 2TN のうち小さい値とする。 

yT NN =1         (3.3.2a) 

2.12
u

T

P
N =         (3.3.2b) 

 
筋かいの座屈後安定耐力 uN は(3.3.3a)、(3.3.3b)、(3.3.3.c)式による 1uN 、 2uN 、 3uN のうち最

も小さい値とする。 
yu NN =1         (3.3.3a) 

212 .
P

N u
u =         (3.3.3b) 

cu PN =3         (3.3.3c) 

 
yN は筋かい材の降伏軸力であり、下式による。 

Byy AFN ⋅=        (3.3.4) 

 

uP は筋かい接合部の最大引張り耐力で(3.6.1)式による 

 

cP は(3.3.5)式による. 

y
B

cB

y
B

cB

ycB

N
.

P.

N
.

P.

NP.

8506
130

65011
1300.15

150

+
=>

−
=≤<

=≤

λ
λ

λ
λ

λ

：のとき

：のとき

：のとき

    (3.3.5) 

E

F
i

Lk y

B

BB
B

⋅

⋅
=

2π
λ ：筋かい材の細長比  

 
  
 
 
 
 
 
    

 

：ヤング率E  

 

LB

h

θ 
NT Nu 

l

図 3.3.1   
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3.4 充腹材柱・梁端接合部の最大曲げ耐力 

梁端接合部の最大耐力 uj M は、接合する柱の断面形状および溶接の種類に応じて求める。 

ここで、保有耐力接合の検討に用いる uj M は、 PM 算出時に鋼材の基準強度を 1.1 倍して

いる場合には、同様に引張り強さを 1.1 倍して算定する。 Puj MM 3.1≥ ならば保有耐力接合

とし、 PM を梁端部の耐力とするが、 puj MM 3.1< ならば非保有耐力接合とする。非保有耐力

接合の場合でも、きわめて脆性的に破壊すると判断されない場合は、 ( )3.11.1/ ×uj M を梁端部

の耐力とし、塑性解析を適用するが、きわめて脆性的に破壊し架構の崩壊につながると判断

される場合には、 ( )11./M uj を梁端部の耐力とし、弾性解析などの荷重係数法等により保有

水平耐力を求める。 

 
3.4.1 梁フランジ完全溶込溶接、梁ウェブ隅肉溶接の場合 

( )
uffuf

scfbw

FtBP

rtH
s.a

⋅⋅=

+−=
=

2
70

l   

フランジ厚

はり幅

はりせい

：

：

：

たは母材の引張強さフランジ部分の溶接ま：

有効溶接長さ：

スカラップ孔径：

隅肉溶接のサイズ：

隅肉溶接ののど厚：

f

b

uf

w

sc

t
B
H
F

r
s
a

l  

(1) 柱が、Ｈ形、Ｉ形、日の字形、ビルトＨ形断面 

ｱ) ダイアフラムの板厚が梁フランジの板厚以上とする。 

ｲ) ダイアフラムの柱フランジへの溶接が完全溶込溶接である。 

ｳ) 両面隅肉溶接で、有効のど厚がダイアフラムの板厚の 0.7 倍以上である。 
( )

( ) 4

382

2

1

21

/PtHPM
FtP

/a.P

P,PMinP

wuwfbufuj

uwwwcuw

uwwuw

uwuwuw

l

l

l

+−=
=

σ=

=

  

 
ここで、 

  

入力値による溶着金属の引張強さで：

で入力値によるウェブ母材の引張強さ：

柱ウェブ板厚：

ウェブ母材の引張耐力：

断耐力ウェブ溶接部分のせん：

ウェブ部分の最大耐力：

uw

uw

wc

uw

uw

uw

F
t
P
P
P

σ

2

1

 

(3.4.1) 
(3.4.2) 

(3.4.3)  
(3.4.4) 
(3.4.5) 
(3.4.6) 
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w
l

tc f

w
tc

b
c

H

bb

btw b

tb
f

 
 

図 3.4.1   Ｈ形柱断面 

 

(2) 柱が角形または円形断面 

接合部の補強形式が通しダイアフラムおよび内ダイアフラム形式とする。 
      記号は（１）を参照 

 
( )

( ) 4
3
2

3
2

3
3
282

2

1

21

/HPtHPM

FHtP

/Ha.P

P,PMinP

bwuwfbufuj

uwbwwcuw

uwbwuw

uwuwuw

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ++−=

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=

σ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=

=

l

l

l

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3.4.2   角形、円形柱断面 

 

(3.4.7)  

(3.4.8) 

(3.4.9) 

(3.4.10) 

 

Hb

 

lw

 

6Hb

 

6Hb
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4
382

341

2

22

1

1

/hPhPM
/ha.P

/a.P

trHh

trB

wwwwbwfwj

wwww

wfwf

fbbww

wbwf

+=
σ=

σ=

−−=

−−=

l

l

3.4.2 梁フランジおよび梁ウェブとも隅肉溶接の場合 

耐震診断指針「参考資料２ 隅肉溶接されたＨ形鋼柱梁接合部の最大曲げ耐力の評価法」

を角形断面柱にも応用する。 

 

(a) 側  柱                   (b) 内  柱 

図 3.4.3   柱梁接合部 

 

梁フランジおよび梁ウェブ隅肉溶接の軸方向最大耐力は下記式によるが、両側すみ肉溶

接で、溶接状況が良好な場合とする。 

 

 

 

 

 

ここで、 

離はりフランジ中心間距

隅肉溶接ののど厚

はり幅

引張強さ母材および溶着金属の

：

：

：

：

梁ウェブ板厚：

梁フランジ板厚：
すみ肉溶接のサイズ

ジと梁ウエブの半径または、梁フラン梁フィレット部の曲率
：

耐力梁ウェブ溶接部の最大：

大耐力梁フランジ溶接部の最：

効長さ梁ウェブの隅肉溶接有：

有効長さ梁フランジの隅肉溶接：

b

wb

fb

ww

wf

ww

wf

h
a
B

t
t

r

P
P
h

σ

1

l

 

c M1  c Q1  

b Q1  
p wt  hb

c M1 c Q1  

b Q1  

b M2 p wt hb
b M1  

b M1  

hc  hc

c Q2  c Q2c M2  
c M2  

(3.4.11) 
(3.4.12)  
(3.4.13)  

2Qb
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3.5 充腹材ボルト継手部の最大耐力 

3.5.1 最大曲げ耐力 

最大曲げ耐力は 1uj M と 2uj M のうち小さい値とする 

( ) wuwfufuj

upeuj

HP.tHPM

FZM

⋅+−=

⋅=

502

1  

 (1) 母材の有効断面 

フランジおよびウェブの曲げに関して無効な部分の欠損を考慮した有効塑性断面係数に基

づいて算定する 1uj M とボルトの破断またはフランジおよびウェブのちぎれ破断耐力に基づい

て算定する 2uj M のいずれか小さいほうとする。有効断面の算定では、フランジとウェブの破

断線が一致した場合を仮定する。 
( ) ∑⋅⋅−−⋅⋅−= rtdtHtdmZZ wwfffppe f    (3.5.3) 

 42
3 wmgr ⋅=∑   ウェブボルト行数 wm が偶数の場合  (3.5.4) 

( )∑ −⋅= 412
3 wmgr  ウェブボルト行数 wm が奇数の場合  (3.5.5) 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5.1  充腹材ボルト継手部 

(3.5.1)
(3.5.2)

 

fpiL

fpob  

fq ：ボルト行数(3 行)

fm ：ボルト列数(2 列) 

fpot

fpib  

fpit

注：フランジのスプライスプレート厚さは 
  外側板 fpot 、内側板 fpit とした。 

wH

 

wpL

 

wpt

3g
3g
3g

3e 3e3pfpob  
wt  

ft  

wpL  wpt  wpt  
fpit  

fpot  

B  

wpL

wpb

wm :ボルト行数(4 行) 

wq :ボルト列数(2 列)



 43

buf P 3

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+⋅=

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+⋅=

3

3

3

3

uf
nsyfntbuf

yf
nsufntauf

F
AFAP

F
AFAP

BuF
RuF

pZ  ：全断面の塑性断面係数 

  uF  ：鋼材の引張り強さ 
  fm  ：フランジボルト列数（材軸方向の数） 

  fd  ：フランジボルト孔径 

  ft  ：フランジ厚さ 

  H ：全せい 
  wm  ：ウェブボルト行数（横方向を１行とする） 
  wd  ：ウェブボルト孔径 
  wt  ：ウェブ厚さ 
  3g  ：ウェブボルトの縦方向ピッチ 
        Hw   ：ウェブせい 

(2) フランジ継手の最大引張り耐力 

uf P は、 51 ufuf PP ～ のうちで小さい値とする 

ｱ) ボルトできまる耐力 

  
（２面プレート）

（外側プレートのみ）

sufuf

sufuf

RnP
RnP
⋅=

⋅=
21

1  

    

Rufsu

Bufsu

Bufsu

FA.R
FA.R
FA.R

⋅=
⋅=
⋅=

750
600
600

（リベット）

（中ボルト）

（高力ボルト）

 

  fn  ：フランジボルトまたはリベット本数（= fm ×行数） 

  Af  ：ボルトまたはリベットの軸断面積 

   ：ボルトの引張り強さ 
   ：リベットの引張り強さ 

ｲ) フランジの端抜け破断耐力に基づく耐力 

ufffuf FtenP ⋅⋅⋅= 12
 

( )ff tpMinetepe 12,12 111 =→≥≥ または  

ｳ) フランジのちぎれ破断耐力に基づく耐力は、 auf P 3 と   のうちで小さい値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ピッチ：フランジボルト孔の

さ：フランジの端あき長

p
e1

(3.5.6a) 

(3.5.7)

図 3.5.2  端抜け破断 

e2

e2

( )A e p tns f= +2 1

A e
d

tnt
f

f= −
⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟2 22pe1

図 3.5.3  ちぎれ破断 

(3.5.8)

(3.5.6b) 

 e1 p 

yf

uf

nt

ns

F
F
A
A
p
e
e

さ：フランジ材の降伏強

さ：フランジ材の引張強

積：ちぎれ破断引張断面

面積：ちぎれ破断せん断断

：ボルト孔のピッチ

長さ：フランジのへりあき

さ：フランジの端あき長

2

1
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( ) （２面プレート）

（外側プレートのみ）

fpufpifpopfuf

fpufpopfuf

FttenP

FtenP

⋅+⋅=

⋅⋅⋅=

15

15

ｴ) スプライスプレートの有効断面耐力に基づく耐力 

( ) ( ) fpufpifffpifpufpofffpouf FtdmbFtdmbP ⋅⋅⋅−+⋅⋅⋅−= 24  

 

 

 

ｵ) スプライスプレートの端抜け破断耐力に基づく耐力 

 
 
 

( ) ( )( )fpifpopfpifpopp ttpMinettepe +=→+≥≥ 12,12 111 の場合または  
       の端あき長さ：スプライスプレートpe1  

）　（＝

はリベット本数：フランジボルトまた

ff

f

qm

n

×
 

 

(3) ウェブ継手の最大引張り耐力 

uw P は、 41 uwuw PP ～ のうちで小さい値とする 

ｱ) ボルトできまる耐力 

      suwuw RmP ⋅= 21 （２面プレート） 

断力トの１本当たりのせん：ボルトまたはリベッ

を１行とする）リベット本数（横方向：ウェブボルトまたは

su

w

R
m

 

ｲ) ウェブの端抜け破断耐力に基づく耐力 

uwwwuw FtemP ⋅⋅⋅= 12
 

( )ww t,pMinetepe 1212 111 =→≥≥ または  

 

 

ｳ) スプライスプレートの端抜け破断耐力に基づく耐力 

wpuwpwuw FtemP ⋅⋅⋅= 13 2  

( )wpwp t,pMinetepe 1212 111 =→≥≥ または  

 

図 3.5.4  有効断面破断 

(3.5.9)

図 3.5.6  端抜け破断 

図 3.5.7 端抜け破断 

：ウェブ厚さ
ウェブの引張強さ：

ッチ：ウェブボルト孔のピ
：ウェブの端あき長さ

w

uw

t
F
p
e1

の厚さ：スプライスプレート

ッチ：ウェブボルト孔のピ

の端あき長さ：スプライスプレート

wpt
p
e1

(3.5.10) 

(3.5.11) 

図 3.5.5  中抜け破断 
ｅ１ｐ 

p p 

ベット孔径：フランジボルト、リ

向の数）ベットの列数（材軸方：フランジボルト、リ

の引張強さ：スプライスプレート

の厚さ〃：

ライスプレートの幅：外側および内側スプ

f

f

fpu

fpifpo

fpifpo

d
m

F
t,t
b,b

 
tf 

H 

tf f

e1 

 

Lw 

e1 
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：ウェブ引張強さ

：ウェブ厚さ

：ウェブボルト孔径

：ウェブボルト行数

：フランジ厚さ

：全せい

uw

w

w

w

f

F
t
d
m
t
H

参照）はリベット列数（図：フランジボルトまた

：リベットの引張強さ

：ボルトの引張強さ

トの軸断面積：ボルトまたはリベッ

）リベット本数（：ウェブボルトまたは

153 ..q
F
F ��

A
qmn

w

Ru

Bu

f

www ×=

( )
3

22
uw

wwwfu
FtdmtHQ ⋅⋅⋅−−=

( )
3

23
wpu

wpwwwpu

F
tdmLQ ⋅⋅⋅−=

ｴ) スプライスプレートの有効断面耐力に基づく耐力 

( ) wpuwpwwwuw FtdmLP ⋅⋅⋅−= 24  

リベット孔径：ウェブボルトまたは

を１行とする）リベット本数（横方向：ウェブボルトまたは

の引張強さ：スプライスプレート

の厚さ〃：

のせい：スプライスプレート

w

w

wpu

wp

w

d
m

F
t
L

 

3.5.2 最大せん断耐力 

最大せん断耐力は、 41 uu QQ ～ のうち小さい値とする 

(1) ボルト、リベットのせん断破断耐力に基づく最大せん断耐力 

             suwu RnQ ⋅= 21  

     

Rufsu

Bufsu

Bufsu

FA.R

FA.R

FA.R

⋅=

⋅=

⋅=

750    

600 

600 

（リベット）

（中ボルト）

（高力ボルト）

 

 
 

 

 

(2) ウェブの有効断面の最大せん断耐力 

  

     

 

 

 

(3) ウェブスプライスプレートの有効断面のせん断破断に基づく最大せん断耐力 

 

    

引張強さ〃：

厚さ〃：

レートせい：ウェブスプライスプ

wpu

wp

wp

F
t
L

 

(4) ウェブスプライスプレートの端抜け破断耐力に基づく耐力 

wpuwpwu FtemQ ⋅⋅⋅= 14 2  

レートの端あき長さ：ウェブスプライスプ1e  
 
 

(3.5.14) 

Lwp 

図 3.5.10
スプライスプレートの有効断面破断 

図 3.5.8 端抜け破断 

Lw 

(3.5.12)

(3.5.13)

(3.5.15) 

図 3.5.9  ウェブの有効断面破断 

図 3.5.11 
スプライスプレートの端抜け破断 

1e

H 

e

ｔf 

ｔf 
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3.6 非充腹柱・梁・筋かい接合部の最大引張り耐力 

非充腹柱・梁材の引張り側弦材またはラチス材に含まれる接合部および筋かい接合部の最

大引張り耐力 Pu は、下記の P1～ 5P の最小値とする。次式を満足する場合を保有耐力接合とす

る。 

P A Fu ≥ 1 2.  

ここで、 

   A ：筋かいの全断面積（断面数分）    

   F ：筋かい材の基準強度 

(1) ボルトの最大せん断耐力 

P m n A Fb f u1 0 60= .   

ここで、 

    
m n
A Fb f u

：せん断面の数 ：ボルトの本数

：ボルトの軸断面積 ：ボルトの引張強さ
 

(2) 筋かいの有効断面に関する強度 

P A Fe u2 =   

ここで、 
   Fu ：筋かい材の引張り強さ 

   Ae ：筋かいの有効断面積で、下記の式から求める。 

                       ただし、Ｈ形および円形断面を除く。 
ｱ) 山形鋼・溝形鋼 

突出脚部の下表に示す部分を無効とする。 
A A d t h te n= − +( )0 2 1 ×断面数分  

             ここで、 

 

d
t
t
hn

0

1

2

：ボルトの孔径

：突出脚部の板厚

：接合脚部の板厚

：突出脚部の無効長さ

 

表 3.6.1 突出脚部の無効長さ（ nh ） 

材軸方向のボルト本数 1 2 3 4 5 

nh  山形鋼 2th −  h7.0 h5.0 h33.0  h25.0  

 溝形鋼   h4.0  h25.0  h2.0  

 

(3.6.1) 

(3.6.2) 

(3.6.3) 

(3.6.4) 
1t

2t
0dh

h n

1t

2t
0dh

h n

図 3.6.1 
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ewg sA l⋅∑= 7.0

2s−= ll e

度：隅肉溶接部の基準強

：有効溶接長さ

：隅肉溶接部のサイズ

溶接長さ：

ua

e

F

s
l

l

ｲ) 平鋼  

A A d te = − 0 2   

             ここで、 
   t2 ：平鋼の板厚 

(3) 端抜け最大耐力 

uFtenP ⋅⋅⋅=3  

             ここで、 

   

n
e
t

Fu

：材軸方向のボルト本数（一列）

：材軸方向の端あき長さ

：接合脚部またはガセットプレート

　 の板厚

：ガセットプレートの引張強さ

 

(4) ガセットプレート有効断面の最大耐力 

P A Fg u4 =  

ここで、 g A：ガセットプレートの有効断面積 

(5) ガセットプレート溶接部の最大耐力 

すみ肉溶接の場合 
35 /FAP uawg ⋅=  

ここで、        ：ガセットプレート溶接部の有効断面積 

 
 
 
 

 
完全溶込溶接の場合 
  引張り耐力で負担させる場合 

uawtg FAP ⋅=5
 

  せん断耐力で負担させる場合 
35 /FAP uawtg ⋅=  

ここで、 wtg A ：ガセットプレート溶接部の有効断面積 

 
☆ 接合部については、以下の原因による付加曲げモーメントの検討が無視されて

いるので注意する。 
① 弦材および斜材のゲージ線不一致による場合 
② 弦材のゲージ線が中折れしている場合 
③ ガセットプレートの幅が 30゜方向の有効幅を満足しない場合 
④ 継手位置で断面せいが異なり、重心高さがずれる場合 

  

(3.6.5) 

(3.6.6) 

(3.6.7) 

Ag e

30°

3
2 1l=bg

1l

gb

図 3.6.2 

(3.6.8a) 

(3.6.8b) 

(3.6.8c) 
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3.7 パネルゾーンの終局曲げ耐力 

非充腹材のパネルゾーンについては、次のように終局曲げ耐力を求める。 
節点の代表値として、 ⅠM （風上柱頭）または， ⅢM （風下柱頭）の算定時に p pM を用いる。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

斜材の軸方向耐力 

( )
( )

）座屈長さ斜材の座屈耐力

接合部最大耐力引張降伏耐力

d(

2.1/,

,

l=

=

=

c

y

cyu

P

MinP

PPMinP

パネルゾーンの終局曲げ耐力 

ugpp

uu

PhM

PP

′⋅⋅=

=′

α
θ
θ

1

2

cos
cos

柱梁接合部で立面的に 
        L 形コーナの場合   α=1.0 
        T 形コーナの場合   α=0.5 

hg：上下弦材のボルトまたはリベット間距離 

(3.7.1)

(3.7.2) 

(3.7.3) 

1θ

hc

hg

hp

uP

2θ

dl

uP′

図 3.7.1 
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準強度：アンカーボルトの基

：

の本数圧縮側アンカーボルト：

縮力で良い）無い場合は鉛直時軸圧圧縮力（大きな変動が：終局メカニズム時軸

準強度：コンクリート設計基

芯と柱図芯の距離：引張側ボルト群の図

断面積）：アンカーボルト軸部ルト本数、：引張り側アンカーボ（

群の降伏耐力：片側アンカーボルト

：ベースプレートの幅

さ：ベースプレートの長

c

y

y

c

c

t

bt

ybty

FDB.
F

N
n
N
F
d

An
FAn.T

B
D

⋅⋅

⋅⋅=

850

750

3.8  柱脚部の終局耐力 

3.8.1 露出形式柱脚 

(1) 曲げ耐力 

( )

( ) tyfyy

y

yy
tyfyyy

y
tfyyy

dTNMTNT

N
TNDTN

dTMTNTN

N
N

dNMTNNN

22

1
2

1

+=−>≥−

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ +
−

+
+=−>≥−

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅=−>≥

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、柱－ベースプレート接合部の最大曲げ耐力／1.3 を超えないこと。 

 

(2) せん断耐力 

( )Q Max N Tf y= 05 115. , .  

（引抜き力が大きくなると適用範囲をはずれることに留意する） 

または、 
( )( )

( )( )
( )

( )( )ybcyybcfyy

yy

ybcyfyyy

ybtcfyyy

FAn.,./TFAnNMinQTNT

TN.

FAn.,TN.MaxQTNTN
FAnn.,N.MaxQTNNN

⋅⋅+⋅⋅+=−>≥−

−

⋅⋅+=−>≥−

⋅+=−>≥

60612

50

6050
6050

以下ただし、第１項目は　
 

 

ただし、柱－ベースプレート接合部の最大せん断耐力／1.3 を超えないこと。 

 

(3.8.1a)
 
(3.8.1b)
 
(3.8.1c)

(3.8.2a) 
  
 
(3.8.2b) 
(3.8.2c) 
 
(3.8.2d) 
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3.8.2 根巻き形式柱脚（根巻下端位置） 

(1) 曲げ耐力 

( )
Q H M M M M
Q H M M Max M Q H

RC

RC c RC f fs RC

RC c RC f fs RC c

> = +
< = +

のとき （累加）

のとき

（ せん断で決まる場合、累加しない）

 

( )
( ) ( )( )

( )
jbp.

.D/H
Fcp.

Q

Da.M
BDF.TNTND.dTM

M,MMinM

wysw
RCc

.
t

RC

RCytRC

cyytyfo

pcfofs

⋅⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅+

+
+

=

=
+−++=

=

σ

σ

850
120

180530
80

850150

230

 

：根巻き部分のせい

さ：ベースプレートの長

圧縮力：終局メカニズム時軸

RCD
D
N

 

(2) せん断耐力 

( )mfof Q,QMinQ =  

( )Q Max N Tfo y= 05 115. , .  

          

M N
Q N
M RC
Q RC
H
M
Q

f

f

RC

RC

c

pc

m

0

0

0
0

：根巻きを無視した露出形式柱脚 軸圧縮力 の曲げ耐力

：根巻きを無視した露出形式柱脚 軸圧縮力 のせん断耐力

：鉄骨部分を無視し はりと見なした 軸力 根巻部分の曲げ耐力

：鉄骨部分を無視し はりと見なした 軸力 根巻部分のせん断耐力

：根巻きの最上部せん断補強筋の高さ

：柱鉄骨の全塑性曲げ耐力

：柱鉄骨のせん断終局耐力

( )
( )

( )
( )  

3.8.3 埋込形式柱脚 

(1) H 形鋼柱の場合 

固定柱脚としての条件 

( )( )

( ) ( )( )( )

L h B t h F F

B t t B t h L F F

c f y c

c f c f y c

≥ ⋅

+ ≥

0 6

2 15

2.

.
かつ  

）：ピン（露出柱脚扱いの場合

：ない場合で上記の条件を満たさ

：場合で上記の条件を満たす

51
70

.hL
M.MhL

MMhL

pcf

pcf

<
=
=

 

 

L
h
B

t
t

M

c f

c p

：埋込み深さ

：柱せい

：柱幅

：柱フランジ板厚

：コンクリートのかぶり厚

：柱部材曲げ耐力

 

(3.8.4)
(3.8.5)
(3.8.6)

(3.8.7)

(3.8.10)
 
(3.8.11)

(3.8.8)

(3.8.3a) 
(3.8.3b) 

(3.8.9)
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(2) 箱型断面柱または鋼管断面柱の場合 

）：ピン（露出柱脚扱いの場合

：の場合で、

：の場合で、

02
705102

5102

.hL
M.Mh.t.hL

MMh.t.hL

pcf

pcf

<
=<≥
=≥≥
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図 3.9.1 直接基礎の転倒モーメント 

図 3.9.2 くい基礎の転倒モーメント

3.9 基礎の転倒モーメント 

3.9.1 直接基礎の場合 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⋅⋅

−⋅=
DBq

NDN.M
s

F 3
150   

Ｎ：鉛直荷重による軸力（基礎重量を含む）。

ただし、変動軸力・付加軸力の影響が大きい場合

は適切にそれを考慮する。 
Ｄ：基礎の長さ 
Ｂ：基礎の幅 

sq ：長期許容地耐力度 

 
 

3.9.2 くい基礎の場合 

ＭＦは、ＭＦ１とＭＦ２のうち小さい値とする。 
NdM PF ⋅=1   

ppF RdM 32 ⋅=   

pd  ：基礎図芯と片側くい群の図芯までの距離 

pR  ：片側くい群の長期支持力 

 
 
 
 
 
 
 

3.9.3 基礎ばりのある場合 

基礎梁のある場合で、3.9.1、3.9.2 で算定されたＭFより基礎ばりの曲げ耐力が大きい場合

には、基礎ばりの曲げ耐力を基礎の転倒限界モーメントとする。 

  

fd

sq

N

D

B

(3.9.1)

(3.9.2)

 
D 

B 

N 

G .L 

pR  pd
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付－４ 架構の検討 
 

 

  ４．１ 屋根面架構の検討 

 

４．２ 架構の靱性指標の求め方 

 

４．３ ギャラリー位置荷重の軒位置への置換方法 
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4.1 屋根面架構の検討 
 

ここでは、地震力によって架構間に生じる力（せん断力）が屋根面架構で伝達可能かどうか

を検討する方法を示す。伝達可能であれば耐震性能は架構全体で評価してよいが、伝達可能で

なければ各架構（構面、ゾーン）ごとに評価して、いずれの架構でも必要耐震性能を満足して

いることを確認する必要がある。屋根面架構は伝達すべき地震力に対して部材（ブレース）や

接合部（溶接、ボルト、定着部）が十分な強度を有するかどうかを検討するのが主体であるが、

剛性の検討が必要な場合もある。屋根面架構に生じる応力は以下の仮定にもとづいて算定する。 

 

屋根面架構（ブレース）の応力は、架構全体が（必要）保有水平耐力に達するときに屋根面

各要素に作用する水平力を以下の仮定により算出して、架構間で伝達されるべきせん断力とし

て、構造解析により算出する。 

ｱ)  屋根面各要素に作用する水平地震力は負担する建物重量に共通の水平震度を乗じるこ

とにより算定しうるものとする。 

ｲ)  水平震度は原則として構造物全体の保有水平耐力（メカニズム）時に生じる値とするが、

構造耐震判定指標（必要保有水平耐力）に対応する値として略算してもよい。 

ｳ)  屋根面ブレースおよび架構全体の剛性を適切に考慮した構造解析により、下階の架構の

応力負担およびブレースの応力を算定する。 

 以下に具体的な算出方法の例を示す。 

 

4.1.1 屋根面架構の荷重伝達能力検討用節点外力の算出方法 
 

(1) 各要素に作用する水平力は以下の式による。 

 

Pj = Kn×wj 

 

pj: 要素ｊ（または構面）に作用する水平力 

Kn: 屋根面の水平震度 

wj: 要素ｊ（または構面）の建物重量（屋根面および下部構造の一部も含む） 

 

以上の仮定は屋根面の剛性が十分でない場合、あるいは、構造物全体で捩れが生じる場合な

ど、水平変形（応答加速度）が構面ごとに異なる場合は成立しない。このような場合は本来さ

らに詳細な検討が必要であることに注意する。 

 

(2) 水平震度は以下の式による。 

ｱ) 略算法 

構造物が構造耐震判定指標に対応する水平力（必要保有水平耐力）に達したときに屋根面が

降伏に至らないことを確認する方法である。水平震度 Knは以下による。 

 

Kn = Iso × Fesi × Ai / Fi 
ただし、 

Kn ≧ 0.55 × Ai × Fesi とする 

 

ここで、 

Iso : 構造耐震判定指標 

Fesi: 最上層（屋根面直下層）の剛性率および偏心率による必要保有水平耐力の割増

し係数。 

ただし、通常の屋内運動場では Fesi=1.0 としてよい。 

Fi : 最上層（屋根面直下層）の靭性指標 

Ai : 最上層（屋根面直下層）の層せん断力係数の分布をあらわす係数 
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以上の式では必要保有水平耐力に対応する層せん断力係数を（Iso/Fi)×Fesi×Aiで算定してい

る。最小値の 0.55 は概ね、Iso=0.7, Fi=1.3 に対応している。多層にモデル化すると最上層で

Fsが 1.0 以上になる場合があるが、このような場合でも高さ方向の地震力の分布を Aiによって

精算している場合は Fs=1.0 としてよい。また、Fe についても通常の構造形式の場合は Fe=1.0

と仮定してもよい。 

 

ｲ) 精算法 

構造物の保有水平耐力に達したときに屋根面が降伏に至らないことを確認する方法であり、

水平震度 Knは以下による。 

 

Kn = Pui / Wi 
 

ここで、 Pui :保有水平耐力時にｉ層（最上層）に作用する水平力の合計 

Wi :ｉ層（最上層）の建物重量 

 

保有水平耐力時の水平力は屋根面直下層の負担せん断力の和になる。すなわち、 

Pui = Σ uijQ  

uijQ ：ｉ層（最上層）のｊ要素（構面）の保有水平耐力時の負担せん断力 

 

保有水平耐力が直下層以外のメカニズムできまっている場合は構造物全体の解析により構

造物全体の保有水平耐力から最上層の水平力を算定してもよい。 

 

この方法は、屋根面架構（ブレース）は構造物全体がメカニズムに至るまでに降伏しないよ

うにするものであるが、実際の保有水平耐力が必要保有水平耐力をかなり上回る場合に、この

ようなブレース耐力を要求するのは過大になる。そこで、このような場合はｱ)略算法のように

必要保有水平耐力に対応するブレースの強度が確保されていればよいものとしている。しかし、

これは全体架構がメカニズムに至るよりもブレースの降伏が先行する可能性があるというこ

とであり、構造耐震判定指標（必要保有水平耐力）を超える構造物の挙動は、ブレース（接合

部）に一定レベルの靭性が期待できる場合に適用する。 

 

4.1.2 屋根面架構の荷重伝達能力の検討に対する解析方法 
 

屋根面架構の伝達能力を検討する解析方法として、 

(1) 弾性解析による方法 

(2) 保有水平耐力の算定結果に基づく方法 

(3) 弾塑性増分解析による方法 

などがある。構造物の性状、各方法の仮定と精度を考慮して、適切な方法を選択する。 

構造解析では、下層の架構は適宜省略してバネなどにモデル化し、弾性解析または弾塑性解

析により屋根面各要素の応力を算定する。他に水平力が伝達可能な部材（中間層のスラブ等）

があればその部材による水平力伝達も考慮してよい。 

 

(1) 弾性解析による方法 

架構を立体的にモデル化しないで簡単に構造解析を行う場合は、下図のように、簡便に各架

構の軒位置での水平剛性を算定し、屋根面全体がその水平剛性により支持される（水平バネ支持）

ようにモデル化すればよい。このとき、圧縮となるブレースは考慮しない。 

この方法では通常各節点位置に作用する水平力はｱ)略算法による場合が多いが、ｲ)精算法で

もよい。とくに後者の場合は水平バネの反力が、その架構が終局時に負担しうるせん断力を上回

っていないことを確認する必要がある。上回る場合はバネ定数を適宜低減して再計算する必要が

ある。 
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(2) 保有水平耐力の算定結果に基づく方法 

各構面ｋの剛性が相対的に極端に小さい場合を除いて、構面ｋの屋根面に作用する水平力 Σ

ｐj と保有水平耐力時の負担せん断力 ukQ の差が構面ｋから隣接架構に伝達されるものとして、

屋根面ブレース応力の合計ΣBＮを算定し、これが屋根面ブレースの耐力の和ΣBＮu 以下であ

ることを確認すればよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

uQ 1 
p1 p2 p3 p4 

p20 

屋根面荷重伝達モデル

保有耐力の算定結果に基づく方法 

wj 

pj=Kn・wj 

各架構の水平耐力 
  （ ukQ ） 

１ 
 

２ 
 

３ 
 

４ 
 

５ 
 

１－２間屋根ブ

レース水平耐力

の和 ΣB 21−uQ  p5 

p9 p12 p10 p11 

p6 p7 p8 

ΣB 32 −uQ  

平面架構水平剛性 

屋根面荷重伝達モデル 

屋根面の弾性解析による方法 

wj 

pj=Kn×wj 

１ 
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３ 
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５ 
 

平面架構水平剛性 

uQ 2 

uQ 3 

uQ 4 

uQ 5 
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上図で、２－３通り間のブレースに作用する軸力の合計ΣBＮ(2-3) は、３通りの中央フレー

ムに作用する地震力の合計(p9 + p10 + p11 + p12)から架構の負担せん断力 3uQ を除いて、両側

に 1/2 ずつ伝達されるものと仮定すると、以下のように算定される。 

 

ΣBＮ(2-3) = ((p9 + p10 + p11 + p12)－Qu3)/(2 cosθ) 

 

１－２通り間のブレースに作用する軸力の合計ΣBＮ(1-2) は、２－３間でブレースにより伝

達される軸力の合計ΣBＮ(2-3) に、２通りのフレームに作用する地震力の合計(p5 + p6 + p7 
+ p8) から架構の負担せん断力 2uQ を除いたものを、さらに加えたせん断力が伝達される必要

があり、以下にように算定される。 

 

ΣBＮ(1-2) = ΣBＮ(2-3) ＋((p5 + p6 + p7 + p8)－ 2uQ )/ cosθ 

 

以上のように架構の負担応力を算定する場合は通常保有水平耐力時の負担せん断力を仮定

してよいが、このような評価法によると中間の架構が靭性のある架構で剛性が低い場合は負担

せん断力を過大に評価する場合もある。このような場合は架構全体の弾塑性解析を行えば詳細

な評価も可能であるが、剛性を考慮して工学的な判断で適宜低減すればよい。相対的にかなり

剛性が低い場合は、単純にこの架構の負担せん断力を期待しないで算出すれば最も安全側の仮

定になる( 2uQ =0, 3uQ =0)。 

 

以上の方法による場合、通りごとにブレース耐力の合計ΣBＮu(2-3)、ΣBＮu(1-2)が上記の

ブレース応力の合計以上であれば、すなわち、 

 

ΣBＮu(2-3) ≧ ΣBＮ(2-3)  

ΣBＮu(1-2) ≧ ΣBＮ(1-2)  

 

であれば、屋根面は応力伝達可能であると判断してよい。 

 

(3) 弾塑性増分解析による方法 

各要素に作用する水平力の分布を同様に仮定して、部材応力を直接算定する。下部架構は弾塑

性バネ等をもつ線材等に置換し、屋根面は弾性または弾塑性部材に置換する。構造物全体が（必

要）保有水平耐力（メカニズム）に達したときの応力として屋根面ブレースの設計用応力は直接

算定される。 
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4.2 架構の靱性指標の求め方 
 

4.2.1 極めて脆性的な破壊を生じると判断される構造要素が無い場合の評価 
 

   柱・梁溶接接合部がすみ肉溶接であり、非保有耐力接合ではあるものの極めて脆性的な破壊

とはならないと判断される場合では、接合部の最大耐力を 1.3 で除し、降伏耐力扱いする。 

   図 4.2.2 の風下軒位置で、非保有耐力接合である柱・梁接合部が降伏耐力に至っても終局

メカニズムには達していないものと考え、図 4.2.3 の４点ヒンジの状態を終局メカニズムとす

る。 
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図 4.2.1  鉛直時応力                  図 4.2.2  風下柱頭位置降伏 

 

kNW 600=  

mkNM ⋅= 200  

kN100  

mkNM ⋅= 250

)3.1(
250

)(

=
⋅=

F
mkNM

すみ肉溶接

kN110  

)8.1(
300

=
⋅=

F
mkNM

)9.2(
300

=
⋅=

F
mkNM  

kNQu 210110100 =+=∑  kN100 kN110

)9.2(
200

=
⋅

F
mkN

)8.1(
300

=
⋅=

F
mkNM  mkN ⋅300

)8.1(
200

=
⋅

F
mkN

)8.1(
190

=
⋅

F
mkN  

mkN ⋅300

)3.1(
250

=
⋅

F
mkN

柱脚

 
       図 4.2.3  終局メカニズム                図 4.2.4  柱頭、柱脚に置換 
 

(1) 本基準の略算方法による評価 

架構の終局メカニズムである 図 4.2.3 を、柱頭、柱脚のモーメントとそのモーメントを決定

している部材のじん性指標に置換し図 4.2.4 とし、柱頭、柱脚位置のモーメントとじん性指標に

てじん性指標の重み付き平均を行い、架構のじん性指標とする方法。 

 

 

 

 

 

 

(2) 荷重増分解析法等で慣用的に用いられている評価 

図 4.2.3 において、発生しているヒンジ点の曲げモーメントとじん性指標にてじん性指標の

重み付き平均を行い、架構のじん性指標とする方法。 
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4.2.2 極めて脆性的な破壊を生じると判断される構造要素がある場合の評価 
 

極めて脆性的な破壊を生じると判断される構造要素の耐力は最大耐力を用い、じん性指標は

1.0 と考える。 

弾性解析による荷重係数法、荷重増分解析法等により、図 4.2.6 の極めて脆性的な破壊が生

じた時点（ステップ）にて終局メカニズムと判断し、そのときの水平耐力を保有水平耐力とす

る。架構のじん性指標は重み付き平均値を行わず、Ｆ＝1.0 と評価する。 
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       図 4.2.5  鉛直時応力                    図 4.2.6  風下柱頭位置で脆性破断 
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4.3 ギャラリー位置荷重の軒位置への置換方法 
 

4.3.1 全て軒位置へ置換する方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 4.3.1 全重量置換図 

12 WWWe +=  

 

２層としてＡｉを考慮した場合に比べて安全側の評価となる。ギャラリー位置重量が大

きい場合に、Ｉｓ値の過小評価となる可能性がある。 

 

H2 

H1 

W2 

W1 
Qu2 
 

Qu Qu1 
 

＜２層ﾓﾃﾞﾙ＞ ＜１層ﾓﾃﾞﾙ＞ 

Ｗｅ 
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4.3.2 １層高さの軒高さに対する比率で低減し軒位置へ置換する方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 4.3.2 高さ比置換図 

 

21

1,12 HH
HWWWe
+

=×+= αα  

 

２層としてＡｉを考慮した場合に比べて危険側の評価となる可能性がある。 

 

4.3.3 Ａｉ分布を考慮し軒位置へ置換する方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図 4.3.3 重量置換図 

 

  （仮定） 

  ・２質点の場合の外力分布がＡｉ分布にもとづく、外力分布である 

  ・柱の中間では、降伏ヒンジは発生しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 4.3.4 等価応力図 

 

   ２層モデルでの  )/( 211 WWQu +  の値と 

   １層モデルでの  We/Que     の値とが 

   同じになる様 We（等価重量）を決める 
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      2222 WAPQu ××== α           （A2：２階の Ai 分布） 

      )WW(APPQu 211211 +××=+= α      （A1：１階の Ai 分布＝1.0） 

          { }222111 )( WAWWAP ×−+×=∴ α  

   
21

1
12 HH

HPPWQ eue +
×+=×=∴ α  

αの値はメカニズム時の荷重係数であり、２層モデル、１層モデルともＩｓが同じ

値と仮定すると、αも同じ値となる。 

     ( ){ }
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      ここで 
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   （２層としてＡｉ分布を仮定して算出した Is指標と同じとなる等価軒位置重量） 

4.3.1 全て軒位置へ置換する方法と、4.3.2 １層高さの軒高さに対する比率で低減し軒位

置へ置換する方法との中間評価となる。 
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付－５ その他の付録 

 

 
５．１ 鋼材の基準強度 

 

５．２ 建物実態調査箇所および位置 
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5.1 鋼材の基準強度 
 

5.1.1 鋼材の基準強度 
 

材  料 種  別 

部材耐力算出用 

Fy*1 
(N/mm2) 

接合部最大耐力 

算出用 

Fu  (N/mm2) 

SS41(SS400) 

STK41(STK400) 
258 400 

SN400A 

SN400B 
258 400 

BCR295 325 400 

STKR41 

BCP235 
258 400 

鋼  材 

BCP325 358 490 

鉄筋ブレース 

ターンバックル 

SS41 

SNR400 
258 400 

鉄筋アンカー SS41 258 400 

 

 ＊１ 規格材料基準強度 F を 1.1 倍している。すなわち Fy=1.1F 

＊  上記以外の材料については、調査すること 

 

 

5.1.2 高力ボルト、ボルト、リベット接合部の基準強度 
 

ボ ル ト の

種 類  
等  級  

f F u  
( N / m m 2 )  

高 力 ボ ル

ト  

F 8 T  

F 9 T  

F 1 0 T  

F 1 1 T  

8 0 0  

9 0 0  

1 0 0 0  

1 1 0 0  

中 ボ ル ト  4 T～ 7 T  4 0 0  

リ ベ ッ ト  
S V 3 4  

S V 4 1  
4 0 0  

 ＊ 上記以外の材料については、調査すること 
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5.2 建物実態調査箇所および位置 
 

5.2.1 基本事項 
 

実態調査は、診断者が直接行うこととする。 

診断者が直接調査できない場合にも調査には立ち会い、建物の状況の把握に努める。 

超音波探傷試験を行う場合は診断者が調査位置の指示を行い、試験には必ず立ち会う。 

コンクリート強度試験のコア抜き位置の決定は、診断者が行う。 

 

5.2.2 「屋内運動場等の耐震性能診断基準」の記述 
 

(1) 調査箇所 

建物の実態を総括的に把握するために、調査箇所を建物内において高さ方向及び平面的に分散

させることに留意して選定する。 

 

(2) 調査項目 

ｱ) 建物全体調査 

ｲ) 部材寸法の調査 

ｳ) 接合部の調査 

ｴ) 柱脚の調査 

  ｵ) 基礎の調査 

ｶ) 部材、接合部の発錆状況の調査 

    ＊）この中で、「ｵ)基礎の調査」に関しては、設計図書がある場合には、設計図書を基本

に部材強度等の算出を行い、調査は行わなくともよいものとする。しかしながら、設計

図書が無い場合には、はり間方向の山形フレームの耐力決定の重要な要因となることよ

り、山形フレームの基礎を１箇所程度掘り起こし、基礎種別（直接基礎、杭基礎など）、

基礎深さ、基礎寸法、形状の調査を行うこととする。 

 

(3) 調査結果が設計図書と異なる場合 

その相違に共通性が認められる場合は、共通性を類推解釈して、その他の状況を判断する。共

通性が認められない場合は、さらに調査箇所を増やして再調査する。 

このような状況での耐力評価は、実態調査に基づいて行うものとする。 

 

5.2.3 鉄骨部全体として 
・さびの調査 

  「既存鉄骨造 学校建築物の耐力度測定法」 

  「建築物の耐震診断システムマニュアル 鉄骨造編」  

等の文献を参考に、さびの程度を目視により判定する。 

さびの程度がひどく、「全体さび」「欠損さび」となっているものは、さびを落とし厚さ

の測定を行っておく 

・座屈調査 

目視により行うが、特にトラス構造、ラチス構造の場合には注意をして調査を行う。他

に、水平ブレース、軸ブレースに関してもたるみ、座屈の調査を行う。 
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 5.2.4 鉄筋コンクリート造部分の調査 
   「2001 年改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 同解説」に準ずる。 

 

5.2.5 鉄骨部材、接合部調査位置 
屋内運動場の場合、はり間方向、桁行方向の構造部位のうち、耐震上最も重要と思われる

柱・梁接合部とその周辺の施工状況が観察できる部位を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１：柱・大梁接合部、２：中間梁・梁接合部、３：棟部梁・梁接合部、 

４：小梁接合部、５：ＲＣ間柱・S 小梁接合部、６：水平ﾌﾞﾚｰｽ端部接合部、 

７：水平ﾌﾞﾚｰｽ中間部接合部、８：露出柱脚、９：軸ﾌﾞﾚｰｽ端部接合部、 
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10：軸ﾌﾞﾚｰｽ中間部接合部、11：軸ﾌﾞﾚｰｽ交差部接合部、12：間柱柱脚、13：間柱柱頭 

１Ａ：柱頭根巻 

 

5.2.6 鉄骨各部位の調査内容 
 １：柱・大梁接合部 

ａ）溶接接合部 

・ 断面測定 

Ｈ、Ｂ、ｔｗ，ｔｆ、パネル板、ガセット、スチフナ 等。 

・ 設計図書、計算書上完全溶込溶接接合部 

目視調査（エンドタブ、スカーラップ、裏あて金、ガウジング、溶接状態 等） 

超音波探傷試験。 

・ 設計図書、計算書上、目視上明らかにすみ肉溶接接合部 

脚長（サイズ）、のど厚、溶接長さ 等。 

・ ボルト、リベット接合部 

スプライスプレートの大きさ、厚さ、ボルト等の材種、径、本数、ピッチ、は

しあき、へりあき、ゲージ 等。 

 ｂ）トラス、ラチス 

・ 断面測定 

はりせい、上弦材、下弦材、ラチス材、パネル板、パネル部斜材 等。 

・ ボルト、リベット接合部 

ガセットプレートの大きさ、厚さ、ボルト等の材種、径、本数、ピッチ、はし

あき、へりあき、ゲージ 等。 

１Ａ：柱頭根巻 

・ 鉄筋探査 

主筋：本数、定着長。 

フープ筋：ピッチ。 

設計図書が無い場合には、部分的なはつりにより、鉄筋の径、材質等を確認す

る。 

・ 鉄骨の呑み込み深さ 

コンクリートの打ち継ぎ位置の確認。 

・ コンクリート充填状況 

   表面状況、ジャンカ、補修状況。 

２：中間梁・梁接合部 

 ａ）フルウエブ 

  「１：柱・大梁接合部」に準ずる。 

   スプライスプレート：厚さ、寸法。 

目違い、はだすき状況。 

フィラープレートの有無、厚さ。 

 ｂ）トラス、ラチス 

  「１：柱・大梁接合部」に準ずる。 

３：棟部梁・梁接合部 

  「２：中間梁・梁接合部」に準ずる。 

４：小梁接合部 

・ ガセットプレート 

寸法、厚さ、溶接状況：溶接長さ、脚長（サイズ）、のど厚。 

・ ボルト、リベット 

材種、径、本数、ピッチ、はしあき、へりあき。 

５：ＲＣ間柱・Ｓ小梁接合部 

・ ベースプレート 

寸法、厚さ、均しモルタル状況。 
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・ アンカーボルト 

径、本数、ナット状況（二重ナット、締め付け状態）、台直し状況（アンカーボ

ルトの出寸法、傾斜等）。 

・ アンカーボルトが埋め込まれているコンクリート部 

   きれつ、ジャンカ、爆裂状況。 

６：水平ブレース端部接合部 

・ 母材 

径（丸鋼）、厚さ、幅（ＦＢ）等、たるみ、座屈状況。 

・ 接合部 

ガセットプレート：厚さ、大きさ、梁との接合状態：溶接ｏｒボルト 

ＦＢ：厚さ、幅、長さ、はしあき、溶接状況：脚長（サイズ）、溶接長さ。 

７：水平ﾌﾞﾚｰｽ中間部接合部 

・ ターンバックル、リング 等 

形状、ＪＩＳ規格、ねじ山状態、ナット状態。 

 ８：露出柱脚 

  「５：ＲＣ間柱・Ｓ小梁接合部」に準ずる。 

９：軸ﾌﾞﾚｰｽ端部接合部 

  「６：水平ﾌﾞﾚｰｽ端部接合部」に準ずる。 

10：軸ﾌﾞﾚｰｽ中間部接合部 

  「７：水平ﾌﾞﾚｰｽ中間部接合部」に準ずる。 

11：軸ﾌﾞﾚｰｽ交差部接合部 

  「６：水平ﾌﾞﾚｰｽ端部接合部」に準ずる。 

12：間柱柱脚 

  「８：露出柱脚」に準ずる。 

13：間柱柱頭 

  「４：小梁接合部」に準ずる。 

 

5.2.7 調査写真 
調査を行った部位に関しては、必ず写真を撮影し、実態調査用紙の記載と対応させる。 

現地調査後時間がたち、診断の報告書を作成する時期になると状況を忘れてしまったり、

調査建物が多くて混乱してしまう場合があるので、状況がはっきりとわかるように撮影す

る。 

 以下の項目が、あとでわかるように撮影しておく。 

① 建物外観 

東西南北面、屋上、下屋、ペントハウス、エキスパンションジョイント（スケールを

当てて撮影） 等。 

② 建物内観 

天井、内壁の仕上げ状況。 

③ 部材 

部材断面寸法、状態（せい等はスケールを当てて撮る、発錆、座屈状況）。 

④ ボルト接合部 

ピッチ、はしあき等がわかるようにスケールを当てて撮影する。 

⑤ 溶接接合部 

スカーラップ、エンドタブ、裏あて金の有無。なるべく近くにて撮影し、溶接面の状

態がわかるように撮影。 

⑥ 柱脚部 

ベースプレート、アンカーボルト（台直し）状況、さび、ならしモルタルの有無。 

⑦ 照明器具等の設備、壁や天井等の仕上げ材の調査。 

天井の支持状況（吊り材、振れ止め、壁とのおさまり 等）、壁の仕上げ材の貼り付け

状況、天井の照明、音響等の設備機器、運動器具、ぶどう棚上部設備等の取り付け状

況。 
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⑧ コンクリートひび割れ 

０．３ｍｍ以上のものは、クラックスケールをあてて撮影し、ひび割れ図にも記載す

る。ひび割れが見られない場合にも、「良い状況」を撮影しておく。 

写真の考察として、ひび割れ原因（せん断きれつ、乾燥収縮、不同沈下、等）を記載

する。 

⑨ コンクリート劣化 

しみ、雨漏りあと、鉄筋の爆裂等。劣化の見られない場合にも「良い状況」を撮影し

ておく。 
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